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Ⅰ はじめに
経営のグローバル化やIT関連技術を基盤としたデジタル化の急速な
進展により，イノベーションもこれまでの製品・サービス単体での，あ
るいは限られた部門や領域，企業間関係の下で保有するリソースの活用
により価値を創出するクローズの手法から，現場や部門の課題に対して
科学的なデータ分析に基づくより効率的な全体最適化を目指し，社内外
でのリソースをダイナミックに活用していくオープンな手法での展開や
進展がみられる１）。その展開は，より多種大量の精緻な科学的データの
分析により潜在的な市場ニーズや課題を踏まえた最適なソリューション
をユーザーとともに提供するユーザーイノベーションの，また多様な社
会的課題の解決にあたって経済的価値と同時に社会的価値の創出を目指
すエコイノベーションやソーシャルイノベーションの，さらに持続可能
な社会的価値の創出を目指すサステナビリティイノベーションなど多様
な手法でみられる。
論 説
オープンイノベーション手法の展開
中 原 秀 登
１）１０年前と比べてオープンイノベーションへの取り組みについて，後退してい
る企業の２．６％に対して，活発化している企業は４５．１％と，オープンイノベー
ションへの取り組みの活発化していることが窺われる。未来工学研究所『企
業の研究開発投資性向に関する調査報告書』２０１６年３月，４５頁。
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またそれぞれのオープンイノベーションの手法において，社内外での
リソースを活用する共通基盤としてのプラットフォームや，多様なス
テークホルダーのリソースを相互依存関係の下で活用し，循環してイノ
ベーションを起こしていくエコシステムの概念がみられる。このように
イノベーションの手法も，環境変化に伴い，製品・サービス単体での開
発や技術領域に焦点をおいた限られたリソースの活用関係から，複合的
な製品・サービスの領域や精緻な科学的データの分析により適用領域を
拡大し，また多様な社会的課題の解決まで対象領域を広げるなど２），そ
れらの課題解決や目的実現に対応する上でダイナミックな社内外でのリ
ソースの活用関係がみられ，かつそれらを支える推進システムの位置づ
けがみられる。
こうしたイノベーション手法の展開は，これまでの企業単独で，ない
しは社内のリソースを社外で活用するあるいは社外のリソースを社内に
取り入れるなど一方向の限られたリソースの活用関係の中で新たな価値
を創出するだけではなく，目標の実現や課題の解決に向けて社内外での
リソースをダイナミックに活用し，多様な手法によりオープンな形でシ
ステム全体として合理的にイノベーションを起こしていく展開を表して
いる。このように科学技術の高度な発展はもとより，デジタル化技術や
経営のグローバル化など経営環境が変化する中で，他分野や他領域との
緊密な関係の下で，しかも精緻な科学的分析に基づき社内外でのリソー
スをオープンな形で活用するイノベーションの手法が多様に展開される
こととなる。
２）オープンイノベーションの展開について，Keeley他は製品だけでなくビジネ
スモデル，サービス提供プラットフォームの構築から顧客体験を含めたイノ
ベーションまでオープンイノベーションの対象を１０の領域に拡大して論じて
いる。Larry Keeley, Helen Walyers, Ryan Pikkel, Ten Types of Innovation,
２０１３．
オープンイノベーション手法の展開
９８ （９８）
そこで本研究では，イノベーションの概念について改めて概観した上
で，分業関係の変化をはじめ，高度科学技術やデジタル化技術の進展，
多様な社会的課題への対応など，よりオープンな形による社内外でのリ
ソースの活用が求められる背景を踏まえつつ，多様に展開されるオープ
ンイノベーションの手法について整理する。具体的には，従前の系列に
みられるクローズの関係の下で社内外でのリソースを活用するイノベー
ションの概念を踏まえつつ，ユーザーイノベーション，エコイノベー
ション，ソーシャルイノベーションなどよりオープンな関係の下でリ
ソースを活用していくイノベーション手法の展開について整理する。合
わせて，オープンイノベーションを推進するシステムとしてのプラット
フォームやエコシステムなどの概念についても，コンソーシアムやコラ
ボレーションなど類似する概念の特徴を踏まえつつ整理する。さらに今
後，益々不可避となるオープンな形で社内外でのリソースをダイナミッ
クに活用するオープンイノベーションの推進に向けて必要となるマネジ
メントのあり方について考察する。
Ⅱ イノベーションに係る概念の展開
１ イノベーション
イノベーションは，シュンペーター（Schumpeter）の著書『経済発
展の理論』の中で，経済発展が人口増加や気候変動などの外的要因より
も，イノベーションとされる既存技術の組合せや経営革新などの内的要
因によってもたらされることを指摘し３），経済成長の主要因としてイノ
ベーションが取り上げられることとなる。そこから，経済社会の成長や
変革の要因として既存技術の組合せや経営革新等から新たな価値の創出
３）シュムペーター．J.A. 著，塩野谷・中山・東畑訳『経済発展の理論上』岩波
書店，１９７７年，１８２頁。
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をもたらすイノベーションが注目されるようになった。
その後イノベーションについては，文部科学省科学技術政策研究所に
よる「市場に導入された新しいまたはかなり改善されたプロダクト（商
品またはサービス），また社内での新しいあるいはかなり改善されたプ
ロセスの導入を意味し，……新しい技術開発，既存技術の新しい組み合
わせ，あるいは他の知識の利用の結果により起こる」４）との定義をはじ
め，総合科学技術会議による「新たな発明・発見が，経済・社会に大き
な付加価値をもたらし，その変革につながること」５），また第４期およ
び第５期科学技術基本計画においては，「科学的な発見や発明等による
新たな知識を基にした知的・文化的価値の創造と，それらの知識を発展
させて経済的，社会的・公共的価値の創造に結びつける革新」と定義さ
れる６）など，単なる既存技術の組み合わせや経営革新などだけでなく，
今や新しい価値をもたらす科学的知識の発見やその融合をベースに新規
事業の創出などにより経済成長をもたらす経済的価値はもとより，社会
変革による社会的・公共的価値をもたらすより広い概念として捉えられ
るようになっている。
いずれにしても現在，新たな高度科学技術知識の創出や組み合わせに
よる新しいないし改善された製品やサービス単体の創出にとどまらず，
多様な分野や領域にまたがって経済的および社会的，公共的に意義ある
価値を多様かつ複合的にもたらし，社会に浸透し，変革をもたらしてい
く概念としてイノベーションが規定される。
４）文部科学省科学技術政策研究所『全国イノベーション調査統計報告書』２００４
年１２月，３頁。
５）総合科学技術会議『イノベーション創出総合戦略』２００６年５月２３日，１頁。
６）内閣府『科学技術基本計画』平成２３年８月１９日，７頁，平成２８年１月２２日，３頁。
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２ クローズドイノベーション
イノベーションの規定の変遷がみられる中で，イノベーションへの取
り組み手法として，これまでは業界において合理化や差別化など新しい
価値を生み出す企業が事業競争に勝ち，自ら収益を得るという期待収益
の動機７）に基づいて，新しい事業アイデアや知識を自社ないし自社のグ
ループで発見ないし組み合わせて新しい価値を創出し，それを知的財産
権等で保持するなどすべてのイノベーション活動を，いわば自社に閉じ
られたクローズの関係の下で実施されてきた。それは，イノベーション
を起こし，その成果を提供するのは企業であり，利用するのはユーザーで
あるというリニアな関係を前提としたものである。そのため新しい価値
や経営革新などをもたらすイノベーション活動においては，科学技術の
成果創出やその組み合わせの前提となる新しい科学的知識や事業アイデ
アの発見を起点としたリニアな価値創出のプロセスが基底となっていた。
確かに市場ニーズが未知，未成熟で，誰もが未だ市場ニーズを明確に
提示できない場合，ないし既存の延長線上で絶えず技術が日進月歩で進
化し，その前提の下で特定の技術機能を追求していく場合には，自ら市
場ニーズを先取りし，既存の延長線上で開発を続けるクローズのイノ
ベーション手法が事業収益を占有し，囲い込む上で有効であった。ある
いは技術改良型の漸進的なイノベーション，ないし独自のアーキテク
チャが重視されるインテグレイト型のイノベーションの場合も，独自性
を追求して固有の価値を創出，蓄積し，囲い込む上で，自社ないしグ
ループごとに限定された関係の下でリソースを独自に活用していくク
ローズドイノベーションの手法は意義をもつこととなる。すなわち系列
関係などにみられるように企画から開発，調達，生産，物流，販売に至
７）期待収益などイノベーションの動機については，小川進『イノベーションの
発生論理』千倉書房，２００７年，２３～３７頁を参照。
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る広いバリューチェーン内で自社ないしグループ内において知的財産で
秘匿し，自社技術のブラックボックス化に基づく内製化などにより事業
収益を囲い込む上で，限られた関係の下でリソースを活用するクローズ
ドイノベーションの手法は効率的であった。
いずれにしても新規市場の創出領域や技術開発の未成熟の段階で，デ
ファクトスタンダードの先駆的な確立により競争力ある製品・サービス
を開発し，事業化する上で，あるいは活用すべき外部のリソースが存在
しない場合，自社ないしグループ内で実施するクローズドイノベーショ
ンの手法が有効であった。
３ オープンイノベーション
イノベーションを巡る競争がグローバルに激化する中で，アップル社
のiPhoneやiPadにみられるような競争力ある革新的な製品は，必ずしも
全て自前のリソースの活用だけで提供されるのではなく，グローバルな
視点から外部企業へ委託ないし外部企業から部品を調達して供給する
オープンな形でのイノベーションの手法によりもたらされることは周知
のことである。ここに，現在ではイノベーション活動を全て自己完結で
行う自前主義のクローズから，必要な知識や技術などのリソースを社外
から積極的に取り込み，かつ社外で活用するオープンイノベーションの
手法が注目されるようになる。そこで，その概念と背景について改めて
みていく。
オープンイノベーションとは，その提唱者であるチェスブロウによる
と，「知識の流入と流出を自社の目的にかなうように利用して社内イノ
ベーションを加速するとともに，イノベーションの社外活用を促進する
市場を拡大すること」と定義されている８）。また星野は，メーカーが自
社だけでの解決にこだわらず，必要に応じて社外から最適な策を探し出
すことで，より迅速に課題を解決するための手段としてオープンイノ
オープンイノベーション手法の展開
１０２ （１０２）
ベーションを定義し９），技術を求める組織と技術を持つ組織が融合し，
新しい価値を創造するための手段として，いわば参加者同士がWin-Win
の関係になることを目指す概念としてオープンイノベーションを捉えて
いる。
これらの規定から，必要とする資源へ社内外に限らずオープンにアク
セス，調達，活用して価値の創造を通して目標の実現や課題の解決を図
るイノベーションの手法がオープンイノベーションといえる。
社内外でのリソースをオープンに活用するイノベーションには，表１
にみられるように，外部の技術者の引き抜きや技術導入など社内で不足
する優れた外部のリソースを社内のイノベーションプロセスの中で活用
してイノベーションを推進する「インバウンド型」と，自社の特許を外
部企業へ許諾するなど社内で生まれた技術アイデアや知識などのリソー
スを社外で活用し，新たな価値を創造してイノベーションを推進する
「アウトバウンド型」の形態がみられる１０）。難易度の高い複雑な製品や
技術を迅速ないし低コストで開発する課題解決型のイノベーションの場
合，一般に自社で不足するリソースを社外から社内に取り込むインバウ
ンド型がとられる１１）。他方，保有している自社技術を既存の事業活動の
８）Henry W. Chesbrough,“Open Innovation - Reserching a New Paradigm”, ２００６.
長尾高弘訳『オープンイノベーション』英治出版，２００８年，１７頁。
９）星野達也『オープンイノベーションの教科書』ダイヤモンド社，２０１５年，２頁。
１０）インバウンド型およびアウトバウンド型については，H. チェスブロー，A.
ガーマン「『インサイド・アウト型』オープン・イノベーション」『DIAMOND
ハーバード・ビジネス・レビュー』ダイヤモンド社，２０１０年４月号，２２～３５
頁，経済産業省産業構造審議会『中長期的な研究開発政策のあり方』２００９年
６月，４６頁を参照。またGassmann and Enkelは，社外から知識やアイデアを
取り込むインバウンド型，社内の知識・アイデアを外部に提供するアウトバ
ウンド型，さらに社内・社外の双方向での知識やアイデアのやり取りを伴う
カップルド型の３つにオープンイノベーションを類型化している。Gassmann
Oliver and Ellen Enkel,“Towards a theory of open innovation: three core process
Archetypes”, Proceedings of the R&D Management Conference, Lissabon, ７
July２００４.
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枠を越えて社外へ売り込むことや，社外企業との連携により自社ブラン
ドのさらなる価値の付加を目指す場合，アウトバウンド型がとられる。
インバウンド型およびアウトバウンド型双方とも，技術やアイデアな
どリソースの汎用性が高くなるほどその適用範囲も拡大する１２）。その結
果，イノベーション活動で共通する開発や事業化のコストや時間を節減
し，価値創出の効率化が追求されるとともに，異質融合により新しい事
業アイデアの創出が追求されることとなる。ここに，オープンイノベー
ションの概念が研究開発から新規事業の創出，社会的課題の解決まで広
範に捉えられるようになってきたことから，外部のリソースを社内に取
り込むインバウンド型や社内のリソースを外部組織のチャネルを活用し
て開発及び事業化につなげるアウトバウンド型と，イノベーションの手
法も多様化してくることとなる。
その意味で，自社ないしグループ内に閉じられた関係の中で，あるい
１１）イノベーション実施製造業の中で，社外からの知識・技術の取得源としては，
「グループ内他社」（７％）の利用よりも，「グループ外他社」（１６％）での利
用が多くみられる。文部科学技術・学術政策研究所『第４回全国イノベーショ
ン調査統計報告』２０１６年１１月，９４頁。
１２）チェスブロウは，オープンイノベーションの対象領域を技術領域から製品開
発，サービスやビジネスモデルの領域へと拡大して論じている。Henry W．
Chesbrough,“Why Companies Should Have Open Business Models”, MIT
Sloan Management Review , Vol．４８No．２,２００７, pp．２２―２８．
表１ オープンイノベーションのタイプ
インバウンド型 アウトバウンド型
特徴
外部組織のリソースを社内に取り
入れ，活用してイノベーションを
創出
社内のリソースを外部のチャネル
を通して活用し，イノベーション
の機会を創出，拡大
目的
自社で不足するリソースの活用に
よる開発や事業化の効率化，新規
開発
社内リソースの効率的活用，市場
の拡大
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は知識や技術などのリソースを社内外で一方向的に移転，活用する関係
ではなく，必要とするリソースを社内外で双方向的な開かれた関係の中
でダイナミックに移転，活用して価値を創出し，イノベーションを実現
していく特性をオープンイノベーションはもつこととなる。そこから，
オープンイノベーションとは，イノベーション活動の有効性や効率性を
高め，収益性の向上などの目的を実現させていくため自社にないあるい
は優位な技術・ノウハウ等を外部から調達，ないし自社の技術・ノウハ
ウ等を外部で有効活用する手法であるといえる。
４ イノベーションを巡る環境変化
１）分業関係の変化
クローズの企業間関係でのイノベーションの手法としては，一般にバ
リューチェーン内で頂点とする特定企業の下でヒエラルキーが形成され，
その中である程度固定的な役割やグループ内で限定された分業関係の下
でイノベーション活動が行われてきた。すなわち川上の商品企画から開
発，調達，生産など川下までの事業プロセスにおいて，それぞれ固有の
リソースを持つ競合関係にない企業同士が役割を分担し，役割に沿って
独自の価値を創出するイノベーション活動を行い，自社ないしグループ
内で収益が囲い込まれてきた。またそれぞれ得意分野に特化して外部の
リソースを活用する分業関係では，多様化するニーズへ対応するイノ
ベーション活動上のコストやリスクの低減，スピードアップの他，新製
品・サービスがもたらされ，イノベーション競争における差別化要因が
もたらされることとなった。
例えば，グループ内で社外のリソースを活用する代表的な系列におけ
る分業関係では，一般に特定企業の下でヒエラルキーが形成され，その
中で限定された役割分担に基づく分業関係の下で価値を創造するクロー
ズドのイノベーションが行われてきた。すなわち継続的な取引関係を確
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保するため生産・販売・資本などによる企業間の結合関係である系列内
で割り当てられた特定分野ごとの役割分担の関係により，新規参入を阻
みながら自社ないしグループ独自の価値が追求，創出され，その成果が
独自の競争力を発揮し，囲い込まれ，蓄積されることとなる。
つまり自社グループ内においてワンストップで取り組む分業関係では，
付加価値の源泉となる製品・サービスを供給するために必要な技術やア
イデア等のリソースを閉じられた企業間の関係により活用することで，
バリューチェーン全体として機密ノウハウの社外漏洩のリスクを小さく
して企業内に蓄積し，中間コストの削減や製品・サービスの安定供給に
つなげ，そのことが品質や納期など信頼度やブランド価値の形成につな
げ，競争力を長く保つことを可能とした。
確かに改良型の漸進的なイノベーション，あるいは独自のアーキテク
チャの重視されるインテグレイト型のイノベーションのような場合，自
社ないしグループごとに独自性を追求し，囲い込む分業関係の下でリ
ソースを活用し，固有の価値を創出し，囲い込むクローズのイノベー
ション手法は意義をもつこととなる。なかでも技術あるいは事業戦略上
大きな意義をもち，あるいは企業間の取引を安定して統一的に進める必
要性の高い分業関係の場合，特定の企業ないしグループごとに独自性を
追求し，囲い込むクローズのイノベーション手法がとられることとなる。
ところでその反面，そうしたイノベーション活動では，リソースの活
用を維持する固定費の自己負担が大きくなり，投資回収期間が長くなる
ことから，競争環境や市場ニーズの変化に対する迅速な対応が困難とな
る。すなわち経営のグローバル化はもとより，科学技術の成果および技
術者の国際的な流動化に伴い，企業や産業間での知識・ノウハウの流動
化や汎用性が高まってくると，開発や製造，販売のバリューチェーンの
各段階で効率化や柔軟化を図るために既存の枠組みを超えた外部でのリ
ソースを活用する分業関係が進展してくる。なかでも製品ライフサイク
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ルの短いパソコンやデジタル家電のような水平分業の進展に対しては，
バリューチェーン上で自社の付加価値につながらない事業活動を既存の
枠組みを超えて外部企業へ委託し，自らはより付加価値の高い活動に集
中することで，市場変化へ柔軟に対応するイノベーション活動が展開さ
れることとなる。
とくにモジュール型製品のように，一定のデザインルールに従えば誰
でも自由に参入できる分業関係の場合，既存の枠組みを超えたオープン
な関係の下でのイノベーション活動が促進されることとなる。その反面
で，オープン化をもたらす標準化に沿って新たな参入企業による競争が
激しくなる。その結果，開発などイノベーション活動を巡る競争がグ
ローバルな規模で激しくなる。すなわち製品を構成する要素部品が
CPU，メモリ，キーボードなど様々なユニットで構成され，自由な組
み合わせによってカスタマイズすることのできるパソコンのようなモ
ジュール型製品の場合，統一したインターフェイスを用いることで，既
存の枠を超えた分業体制が構築され，それに沿ったリリースの活用によ
るイノベーション活動が促されることとなる。そのため，部品や企業間
でのインターフェイスが重視されるモジュール型製品に代表される分業
関係の下での製品・サービスの改良や開発などのイノベーション活動で
は，必ずしもこれまでの閉じられた自社やグループによる分業関係に依
存せずとも，他部門，他企業や他の領域でのリソースや成果をオープン
かつダイナミックに利用し，組み合わせる分業関係により競争力あるイ
ノベーションが実現されることとなる。
したがってモジュール型製品のように構成要素間での標準化や汎用性
の重視される分業関係では，インターフェイスに沿ってより優位な社内
外でのリソースをダイナミックに活用するオープンイノベーションの手
法が求められることとなる。
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２）サイエンスベース
製品開発や技術開発ないし経営革新をもたらすイノベーションプロセ
スにおいては，高度な科学技術の進展と相まって，なかでも高度で複合
的な科学知識や成果活用の必要性が高まってくる。医薬品やエレクトロ
ニクスといった高度科学技術集約産業ばかりでなく，金融や流通といっ
たサービス産業を含めた広い産業において，今後益々高度な科学的知見
（サイエンス）を活用していくことが重視される。それは，高度で複合
的な科学的知見を社内だけで創造し，活用するクローズドイノベーショ
ンでの対応を困難とする。しかもITやバイオ，ナノテクノロジーなど
高度で複合的な科学技術の知見や成果の活用は，これまでの製品・サー
ビス単体での活用から，ユーザーや取引先企業，社会との相互関係によ
る複合的な科学的知見や技術の活用へと変化し，自社内に閉じられたク
ローズの形でのイノベーションによる対応を困難とする。
いずれにしてもサイエンスベースに広く深く裏打ちされた製品・サー
ビスの開発や経営革新のイノベーションにおいて，自前のリソースを活
用するだけで実現することが困難となる。そこから，社内外でのリソー
スをダイナミックに活用していくオープンな形でのイノベーションが進
展することとなる。
３）デジタル化
IT革命やインターネット革命といわれるデジタル化技術の進歩が，
企業経営やイノベーションのあり方に大きな影響を与えている。なかで
も製品開発，製造，販売，サービスの事業プロセスにおいてIOT（Inter-
net of Things）を介したビッグデータの活用によって，これまでのモ
ノ単体や現場，部門ごとでのイノベーション活動から，データを利用す
る関連業務全体の効率化や新たなビジネスチャンスをもたらすモノの構
成要素や部門間でのつながり，融合による全体最適なイノベーション活
動が求められる。逆に対応できない企業は，市場からの退出を余儀なく
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される。さらにデータ量の拡大と相まって人工知能など高度な解析技術
の活用が高まってくる中で，現場作業に係る多種大量のデータを収集・
分析し，その結果を迅速かつ高品質な生産を目指すスマートファクト
リーに見られるような生産プロセスへ活用し，価値を高めることがイノ
ベーション戦略上不可欠となっている。
このようにIOT，ビッグデータ，人工知能（AI）といった新たなデ
ジタル化関連技術が急速に進歩することで，作業現場や顧客サービスな
ど事業プロセスでのデータの分析や活用が新たな価値を生み出すイノ
ベーションの時代を迎えている。こうしたビッグデータとして広範に
データを収集，分析し，活用を促すデジタル化関連技術の進展は，社内
外での広範なデータをダイナミックに活用してその適用分野や領域を拡
大する。そのことが，閉じられた関係の中でデータを活用するクローズ
の形でのイノベーションの対応を困難なものとし，社内外でのリソース
をダイナミックに活用していくオープンな形でのイノベーションを促進
することとなる。
いずれにしても市場や技術が成熟し，多様化した市場ニーズを巡る企
業間での技術開発の競争が激化し，しかも高度に複合化し，システム化
する製品・サービスの開発や業務活動などで求められる知識や技術もよ
り高度にかつ広範になる。そこでは，その対応能力の制約をはじめ，コ
ストやリスクなど全て自社で負担し，自社や企業グループに制約された
関係の下でリソースを活用して利益を追求していくクローズドイノベー
ションの手法は限界に達し，社内外でのリソースをオープンかつダイナ
ミックに活用していくオープンイノベーションが進展することとなる。
５ オープンイノベーションの意義
オープンイノベーションは，イノベーションに必要な技術や事業アイ
デアなどのリソースを社内外から広く探し，ダイナミックに活用してい
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く考え方を特徴とする。オープンでダイナミックにリソースを活用する
ことから，社内外の多くの組織で保有する独自な技術や事業アイデアな
どのリソースを活用する機会が増え，タイムリーに活用することでイノ
ベーションを効率的に実現する可能性が高まる。
そこで，改めてオープンイノベーションに取り組む意義についてみて
いく。まずは，製品や技術開発をはじめ，事業化などイノベーションの
スピードを向上させる可能性があげられる。新製品・サービスあるいは
技術開発を社内の限られた関係の下でのリソースだけで実現しようとす
ると，イノベーション活動が制約されることから開発に時間を要し，さ
らに製造や販売などの事業化までに多大な時間を要することとなる。し
かしながら社内外でのリソースをダイナミックに活用するオープンイノ
ベーションでは，クローズの関係よりも効率的なリソースの活用により
イノベーション活動に係る時間を節約する効果が期待される。とくに近
年，開発や事業化へのタイムリーな対応が求められる中で，オープンイ
ノベーションはその迅速な対応の期待される有効なイノベーションの手
法となる。例えば，製品開発などイノベーションのスピードを速めるた
めに技術公募サイトに持ち込まれたユニークな外部の技術を自社で応用
できるかを見極めてオープンイノベーションに取り組んでいる日本GE
のケースがみられる１３）。
次いで，イノベーションに係るコストやリスクを軽減させる意義があ
げられる。開発や事業分野ごとに得意のコスト合理的な多様な技術や知
識などのリソースをダイナミックに活用するオープンイノベーションで
は，開発や事業化などイノベーションに係るコストやリスクを相対的に
軽減する効果に期待される。
さらに多様でかつ優位なリソースを社内外でダイナミックに組み合わ
１３）日経BP社『日経情報ストラテジー』２０１４年１２月号，６４頁。
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せて活用することで，クローズの関係では実現できない新規のアイデア
創出や事業化のもたらされる意義が期待される。同時に，異質な組織の
もつ専門性の高いリソースをダイナミックに活用するオープンイノベー
ションを通して，社内ばかりでなくパートナー相互に新しい価値を生み
出す成長のもたらされる意義が期待される。すなわちオープンイノベー
ションのプロセスを通して，他組織の保有する優位な知識や思考法を活
用することで，それぞれ新たな問題意識の発見などの意義に期待される。
それによってパートナー相互の信頼関係が醸成され，なかでもネット
ワークの外部性の作用するオープンイノベーションでは，システムへの
参加者が増え，システム全体の価値が高まり，その意義が大きくなる。
例えば，MPUの部品メーカーのインテルは，PC業界全体のデータ伝
送路の規格の一つで，主にCPUと周辺機器など接続の性能向上のため
に開発したPCIを他社に無償でオープンにし，多くのパートナー企業が
インテルの開発したPCIに準拠したハードやソフトの開発を行うことで，
当時自前主義のビジネスモデルをとりPC市場のリーディング・カンパ
ニーであったIBMの市場シェアを大きく奪取することにつなげている。
しかもインテルは，パートナー企業のイノベーションを促進するために，
マーケティング，技術や資金面までもサポートし，業界全体において
リーダーシップを発揮することで，自社だけでなくパートナー企業の，
ひいては業界全体のイノベーションを活性化している。
その他，オープンイノベーションによって新規事業の創出や新製品・
サービスの提供のみならず，自社の強みを改めて認識する効果もあげら
れる。例えば，それまでエリア内での機器の販売・設置・修理などを通
して有していた１，０００万件以上の顧客情報が，新規事業を創出する検討
段階において効率的なテストマーケティングを実施していく上で不可欠
な顧客ニーズの情報として自社の強味となるリソースであることを改め
て認識し，オープンイノベーションに取り組んでいる東京ガスのケース
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がみられる１４）。
いずれにしてもオープンイノベーションを通して，イノベーションに
必要なアイデアや技術などのリソースをダイナミックに社内外で活用す
ることにより，開発や事業化のための期間を短縮し，スピーディかつコ
ストやリスクを小さくし，新規事業の創出につなげる他，システム全体
に係る価値の向上などの意義が期待される１５）。
Ⅲ オープンイノベーション手法の展開
イノベーションを巡る経営環境も，単なる生産プロセスの改善からグ
ローバルな生産活動に対する全体最適な生産システムの構築をはじめ，
製品・サービス単体の開発から製品・サービスを融合したユーザーへの
最適なソリューションを提供する開発，少子高齢社会，地球環境や省エ
ネ・省資源など多様な社会的課題の解決に係る科学技術の知見を複合的
に活用し，分野横断的な組織の協力関係により経済社会ばかりでなく，
公共社会までの変革を起こすイノベーションの求められる環境へと変化
している１６）。
それは，既に工場内の様々な機器やシステムから得られたデータの精
緻な科学的分析に基づき生産の効率化や高品質化をめざすスマートファ
クトリなど全体最適な生産システムの構築をめざすイノベーションをは
じめ，多数のユーザー参加による市場ニーズへより適切に対応していく
１４）新エネルギー・産業技術総合開発機構『オープンイノベーション白書第二版』
２０１８年，１８９～１９０頁。
１５）大企業において外部組織との連携を通して得られるメリットとしては，「研究
開発活動のスピードアップ」（回答件数８３件）をはじめ，「プロトタイプの開
発」（７２件），「新製品・サービスの新規パートナー」（７０件），「新しいトレン
ドの探索」（５７件），「技術成果の新たな事業機会の発見」（５５件），「研究開発
費のコストダウン」（４５件）などがあげられている。経済産業省『平成２８年度
技術調査事業 我が国企業の研究開発活動の支援のあり方に関する調査』２０１７
年，６０頁。
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ユーザーイノベーションとして，また地球環境問題など様々な社会的課
題の解決に向けて経済性および社会性の一体となった価値の創出により
社会経済の変革をめざすエコイノベーション，さらには持続可能社会の
構築をめざすソーシャルイノベーションやサステイナブルイノベーショ
ンとしての展開にみられる１７）。なかでも近年のデジタル化技術の進展を
背景に，これまでのモノ単体からモノやサービスのつながりを，しかも
多種大量のビッグデータの科学的分析を取り入れたオープンイノベー
ションの多様な手法の展開がみられる。そこで，以下でその展開につい
て改めてみていく。
１ ユーザーイノベーション
製品・サービスの開発，提供を巡るイノベーションの環境が大きく変
化する中で，従来の企業が一方的に企画し，提供するリニアのイノベー
ションの手法から，ユーザー自らの有するニーズ情報を活用することで
新たな価値を創出するようになっている。さらに今日では多種大量の
ユーザーニーズのデータを迅速に収集し，精緻な科学的分析や活用を通
１６）オープンイノベーションが求められる背景については，「加速度的に広がり」，
「多分野横断的，技術複合的なものになり」，「科学者やエンジニア，製造者
とユーザーの強力な関係が必要になり」，「グローバル化している」等とのパ
ルミサーノ・レポートの指摘にみられるように，以前と比べて多分野横断的，
技術複合的な製品・サービスへの迅速かつグローバルな対応といったイノ
ベーションを巡る環境変化があげられる。Council on Competitiveness, Inno-
vate America, December ２００４. http:／／www.compete.org／pdf／NII_Final_
Report.pdf.
１７）エコイノベーションやソーシャルイノベーション，サステイナブルイノベー
ションについては，拙稿「エコイノベーションの推進に向けた産学連携」『千
葉大学経済研究』第２８巻第４号，２０１４年３月，３１～８１頁，同「ソーシャルイ
ノベーションに向けた産学連携の試論」『千葉大学経済研究』第２７巻第４号，
２０１３年３月，１１９～１６７頁，同「サステイナブル・イノベーションに向けての
開発体制」『千葉大学経済研究』第２９巻第３号，２０１４年１２月，１～４４頁を参照
されたし。
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して現実に近いユーザーニーズを踏まえたモデルに基づいて製品・サー
ビスをユーザーと共に提供するユーザーイノベーションの展開がみられ
る。なかでも情報通信技術の進展が，ユーザー自らによる製品・サービ
スの変革を促し，イノベーションの普及に対して能動的な影響力をもた
らすことを可能とした。このようにユーザー自らが，あるいは企業と
ユーザーとの協業を通して新たな製品・サービスの変革をもたらし，イ
ノベーションへ能動的かつ直接の影響をもたらすようになってきた１８）。
一般にユーザーイノベーションとは，「個人や小集団が生み出した新
たな知識が，経済的な価値を持つ人工物として具現化され，それが普及
していく一連のイノベーションプロセスを推進する上で必要な活動の一
部ないしすべてをユーザーが担うことで実現されるイノベーション」と
の大沼による規定にみられるように１９），製品開発などイノベーションプ
ロセスで必要な活動をユーザーが担うイノベーションのことである。こ
のユーザーイノベーションで取り上げられるユーザーとは，マーケティ
ング上の概念ではなく，研究開発，プロトタイプの作成，製品化までの
全般にわたってのニーズ識別で必要なアイデアやニーズ情報を担う存在
である。というのもユーザーは既存の製品・サービスに不満を持つよう
になり，提供者に対して改善を要求するとともに，提供者と共に共創す
ることで主体的に製品・サービスに関わるようになるニーズをもつ存在
だからである。またユーザーは，提供者との共創を経て製品・サービス
を変革するノウハウを身につけるとともに，ユーザー自らも既存の製
品・サービスを変革する存在となる。
１８）小川は，製品・サービスの作り手であるメーカーではなく，使い手で，使用
を通して便益を得るプレーヤーのユーザーによりイノベーションを起こす能
力と環境の向上している状況をイノベーションの民主化と表している。小川
進『ユーザーイノベーション』東洋経済新報社，２０１３年，はじめに。
１９）大沼雅也「ユーザーイノベーション研究の新たな展開」『日本経営学会誌』第
３４号，２０１４年，２７頁。
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これまでは，ユーザーに関する限られた市場調査や分析を企業サイド
で行った上で，ユーザーニーズを充足する製品や機能，品質に係る価値
を提供するというアプローチがとられてきた。すなわち商品の企画段階
において，これまでも限られた範囲でのアンケート調査や消費者行動の
観察により消費者ニーズや意見が収集され，あるいは消費者をモニター
として参加させ，彼らの意見やニーズを吸い上げるなど限られた範囲で
消費者を参画させた商品の企画開発が行われてきた。また開発段階でも，
試作品が作られるたびに社内やモニターに意見を聞いて，修正を行うな
ど限られた範囲でのユーザーの意見や情報が収集された中で対応がとら
れてきた。
このようにこれまでの企業によるユーザーニーズへの対応については，
メーカーやユーザーで生み出される技術情報やニーズ情報をそれぞれの
発生場所からはがして利用するためには基礎知識が必要となり，コスト
のかかるというフォン・ヒッペルの提唱する情報の粘着性の考え方を援
用すると２０），粘着性の強いニーズ情報を多数のユーザーからはがし，移
転活用することが困難とみなされてきた。そのため，企業が一方的に企
画し，提供するリニアのイノベーションの方式がとられてきた。それに
対して，デジタル化関連技術の進展した現在，ユーザーに粘着したニー
ズ情報は以前よりも格段に大量かつ迅速にはがして収集，分析すること
ができ，かつスピーディにイノベーションプロセスへ取り入れることが
可能となってきた。
つまりメーカーからアプローチされるユーザーへの対応にあたって，
これまでのはがしにくい，そのため限られたユーザー情報もIOTにより
はがしやすくなってきた。そのため多種大量のユーザー情報を収集する
２０）情報の粘着性によるイノベーションの発生動機については，von Hippel. E,
“Sticky Information and the Locus of Problem Solving: Implications for Inno-
vation”, Management Science, Vol.４０No.４,１９９４, pp.４２９―４３９を参照。
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ことが可能となる。かつAIなどによる精緻な情報解析や分析により，
企業は少ない費用で現実のユーザーニーズに沿った魅力的な製品・サー
ビスを迅速に企画，開発できる環境となっている。すなわちこれまでは
限られたユーザーないしモニターの意見に基づく分析や企画開発が，
Webリサーチなどの普及にみられるように多人数の意見が，しかもコ
ストを格段に下げて迅速に収集，分析するユーザー参加型の企画開発が
可能となってきた。そこから，現在ではユーザーに関するデータを大量
かつ迅速に収集し，解析するなどユーザーの求めているニーズ情報を科
学的にかなりの精度で把握，分析した現実に近いモデルに沿って企画，
生産し，提供することができるようになっている。
またイノベーションプロセスの中に現実のニーズをもつ多数のユー
ザーを取り込むユーザーイノベーションでは，製品・サービスの量産前
の製品設計に起因する問題や不具合を予め発見し，具体的な修正の検討
を行う企業サイドでのプロトタイプの作成段階においても，プロジェク
トの早い企画段階から事前に多数のユーザーを関与させてユーザーとの
意見交換を図りながら実証や修正を絶えず繰り返し，フィードバックす
ることでスピーディな対応が可能となる。例えば，次世代製品のプロト
タイプをユーザーに提示し，フィードバックしながら技術開発を加速さ
せているソニーの「Future Lab Program」にみられるように，研究開
発の段階からプロトタイプの作製においてユーザーとのかかわりを緊密
に持ちながら迅速に製品化を進めているケースがみられる２１）。
２ ソリューションイノベーション
ユーザーから多種大量に収集したビッグデータを人工知能（AI）の
援用により解析し，最適なソリューションをユーザーへ提供するイノ
２１）日経BP社『日経ものづくり』２０１７年４月号，４０～４１頁。
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ベーションの手法が進展することとなる。すなわちユーザーの抱える課
題やニーズを充足することのできる最適な製品やサービス，およびそれ
らの組み合わせにより提供する「ソリューション」型のイノベーション
が展開されることとなる。ソリューション型のイノベーション活動では，
現場やユーザーの抱える顕在化した多様な課題やニーズはもとより，潜
在的に抱えるニーズや課題の解決にも及び，それらのソリューションに
係る適切なリソースを社内外で探し，活用することが重要となる。
例えば，これまでの製品単体にセンサーや通信モジュールなどの接続
要素が追加され，必要なモノやサービスを，必要な時に，必要な場所へ
提供し，社会の様々なニーズへきめ細かに対応する「スマート製品」に
みられるように，情報通信のネットワークを介して多様な分野や領域を
巻き込む事業領域では，それらに必要なリソースを活用することで，人
間の豊かな社会生活に係る様々なソリューションが提供されることとな
る。なかでもICTを活用し，多様なソリューションの提供により人々に
豊かさをもたらすSociety５．０の構築にあたっては，ソリューションに係
る多様で適切なリソースを社内外から探し，活用することで新しい価値
を創出するイノベーションの手法が求められる。あるいは開発した建設
機械の稼働状況やコンディションなどの情報を遠隔から収集したデータ
をもとに，顧客ごとに部品交換の顕在化するニーズ情報へ対応するなど
企業と顧客の緊密な関係の下で製品の需要動向を予測する様々なソ
リューションを顧客へ提供しているコマツの機械稼働管理システム
KOMTRAXのケースがあげられる。同システムは，ICTを活用した建
設機械の効率的な生産やアフターサービス面でのイノベーションだけで
なく，同時に顧客業務の効率的な運用やサービスなど様々な潜在的なソ
リューションへ資するイノベーションでもある。しかも同じ業界の企業
だけでなく，供給者はもとより，流通，支払いなど複合的なサービスを
提供する業界や領域を超えたイノベーションへと進展している２２）。
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ところで，最適なソリューションの提供を含めたユーザーイノベー
ションの手法としては，イノベーターとなるユーザーを探し出し，彼ら
によってイノベーションを起こすリードユーザー法と，不特定多数の
ユーザーの中からイノベーションの種を探し出すクラウドソーシング法
がある。リードユーザーとは，ヒッペルによると，市場において一般的
になるであろうニーズに数か月から数年前に直面し，さらにそのニーズ
に対する解決策を得ることによって著しく利益を得る特徴をもつユー
ザーと定義されている２３）。そこから自社の目指す事業コンセプトに適合
するであろう市場ニーズをいち早く察知し，コンセプトを実現するため
に創意工夫しているイノベーターとしてのリードユーザーを見つけ，そ
の分析からユーザーニーズを充足させる解決策により効用の高いイノ
ベーションを引き起こす手法である。
他方，近年のインターネットの進展により多数のユーザーの塊である
「群衆」（クラウド）にアクセスできるようになって生まれたのが，ク
ラウドソーシング法である。それは，ネットワークに集まるオープンな
ユーザーの塊りに課題を投げかけ，課題に対する適切な知見や情報，ア
イデアに基づいてイノベーションを引き起こす手法である２４）。例えば，
生活雑貨大賞で取り上げられる商品開発において，１回につき５００件ほ
どのクラウドとしての消費者から応募された商品アイデアを収集し，そ
れを商品プランナーなどにより約５０点にまで絞り込み，法務部門の専門
家や開発責任者が最終審査した後に商品化し，販売している通信販売大
手のフェリシモのケースがみられる。同社のカタログ掲載の約９００点の
２２）日経BP社『日経ものづくり』２０１８年４月号，４６～５５頁。沼上幹『ゼロからの
経営戦略』ミネルヴァ書房，２０１６年，第５章。
２３）Von Hippel, E,“Lead users: A source of novel product concepts”, Management
Science, Vo.３２No.７,１９８６, p.７９６.
２４）クラウドソーシングについては，ジェフ・ハウ著・中島由華訳『クラウドソー
シング』早川書房，２００９年，第２部を参照。
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うち，生活雑貨大賞に選ばれたものが５０点あり，また消費者の情報を反
映した商品が２００点を占めるなど３割弱がイノベーターであるクラウド
としての消費者アイデアに基づいて商品開発されたものである２５）。ここ
にも，商品開発のイノベーターとしてクラウドのユーザー群との緊密な
関係によるユーザーイノベーションの手法が窺える。
いずれにしても現在の情報通信関連技術の普及によって，商品やサー
ビスの企画開発に多くのユーザーが参加できるようになったユーザーイ
ノベーションでは，開発プロセスにユーザーが直接参加するという，元
来企業の外部にいるユーザー自らと直接関わりの強い関係の中での商
品・サービスの開発という価値が付け加えられるイノベーションとなっ
ている。しかもデジタル化技術によりユーザー個人の趣向や行動により
密接に関与した精度の高い情報を取得し，それらを利用することが可能
となってきた。この現実のユーザーニーズに即した製品・サービスを提
供し，ユーザーの満足度を高めることで，結果としてさらなる多くの
データが収集，蓄積され，製品・サービスの質が向上することとなる。
その意味で，現在のユーザーイノベーションでは，イノベーション活動
に係る多くのユーザーに進んで参加してもらい，緊密な関係を保つこと
が重要な課題となってくる。
このようにユーザーイノベーションでは，ユーザーの参加やコミュニ
ケーションの機会を増やし，ユーザーの情報を有効に活用する必要性が
高まっている。しかしながらユーザーの中には自らのニーズをうまく表
現しにくい暗黙知の情報やアイデアもあり，ユーザーとのコミュニケー
ションによる情報活用だけでユーザーイノベーションの実現は必ずしも
十分でない点に留意すべきである２６）。そのため，ユーザーの認識してい
ない，あるいは表現しづらい本質的な課題を含めてユーザーや現場の潜
２５）西川英彦「フェリシモの生活雑貨大賞」『日経産業新聞』２０１３年１２月５日。
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在的な課題に対して解決策を提案するソリューション型のイノベーショ
ンの手法が重要となる。
３ エコイノベーション
今日，地球環境保全などの社会性と売上高などの経済性を同時に追及
することで持続発展可能な社会変革をもたらすイノベーションとして，
エコイノベーション（Ecoinnovation）が注目されている。エコイノベー
ションは，具体的に自然環境との健全な関わりをもつ省エネ製品や生産
プロセスをはじめ，それらのライフサイクルにおいて環境リスク，汚染
または資源利用に付随する負の影響を軽減する再利用システムやリサイ
クル製品の開発を通して，新規事業の創出や地域活性化などの社会変革
をもたらすものである２７）。そこから，エコイノベーションとは，生物や
環境との間の相互作用を扱う科学技術的知識に基づき，自然環境と経済
の間の健全な維持，発展に係る新製品や市場の創出により社会変革をも
たらす概念といえる２８）。
エコイノベーションが注目される背景の１つに，これまでの企業の起
こす経済性を重視したイノベーション活動だけでは地球環境の課題に対
して十分に対応することができず，地球環境問題の解決に係る社会性が
２６）パヴィットは，科学技術的知識やスキルのほとんどは人間に埋め込まれたも
のであり，記述不可能なスキルに含まれた知識に関連する暗黙性の特徴につ
いて論じている。Pavit, K.,“What We Know About the Strategic Manage-
ment of Technology”, California Management Review, Vol. ３３ No. ３, １９９０, pp.
１７―２６.
２７）エコイノベーションの意義については，前掲拙稿，エコイノベーションの推
進に向けた産学連携，４４～４７頁を参照されたし。
２８）エコイノベーションについては，狭義には環境を重視したイノベーションと
して捉えられるが，産業審議会ではこの環境重視に加えて，人間を重視する
考えに立ち，持続発展可能な社会を目指すより広い視点に立ってイノベー
ションが捉えられている。産業構造審議会『イノベーション創出の鍵とエコ
イノベーションの推進』２００７年７月，５６頁。
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新たに求められるようになってきたことからである。そこから，環境問
題に対するエコイノベーションの担い手としてビジネスの手法を取り入
れた企業や事業体はもとより，大学，行政，NPOの非営利組織など多
様な組織による取り組みが求められる。こうした社内外組織の保有する
多様なリソースを活用するオープンイノベーションの手法として，エコ
イノベーションが展開されることとなる。
もう一つの理由として，企業によってもたらされる環境配慮型製品や
省エネ・省資源などの新製品や生産工程の改善などのイノベーション活
動が，社会変革を引き起こすばかりでなく，企業の新規事業として不可
分の関係となっている。この新規事業の創出をめざすオープンイノベー
ションの手法として，エコイノベーションが展開されることとなる。
いずれにしても「企業活動に環境の視点を組み込み，環境性と経済性
の向上を目指すこと」との在間により規定されているように２９），事業活
動において一般に追及する経済性と環境に配慮した社会性を同時に追求
する環境経営が企業成長を実現していく上で注目されるようになってき
た。そこで，人間生活と自然との調和・共存を目指すエコビジネスとし
ての地球環境との共生や自然環境を重視して広範な組織の保有するリ
ソースの活用による技術，製品，サービスの提供を目指すオープンイノ
ベーションの手法としてエコイノベーションが展開されることとなる。
２９）在間敬子「環境マネジメント」京都産業大学経営学部編『マネジメントを学
ぶ』ミネルヴァ書房，２００８年，２１４頁。また環境経営については，「水，大気，
土壌などへの悪影響ならびに廃棄物，騒音，エコシステムに関連する問題を
測定・防止・削減・最小化・改善する製品およびサービスを提供する活動か
ら構成される」とのOECDによる定義がみられる。Organization for Economic
Co-operation and Development, The environmental goods and services industry,
OECD,１９９９, p.９.
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４ ソーシャルイノベーション
新製品の開発をはじめ，工程の改良や新市場の開拓といった社会経済
に意義ある価値をもたらし，浸透，変革していくイノベーションの中で，
環境問題に限らず，少子高齢社会，健康や防災など社会全般の諸課題を
解決し，新たな社会的価値を創造する事業活動により持続可能な社会変
革をもたらすソーシャルイノベーションやサステイナブルイノベーショ
ンが注目され，展開されている。
ソーシャルイノベーションについては，「技術的な変化というより，
社会サービスの提供の新しい仕組み，さらに社会関係や制度の変化に注
目したもの」であり，社会サービスの提供による社会関係の変革にウェ
イトをおいた谷本による規定がみられる３０）。このように社会的諸課題の
解決のために社内外組織の保有する多様なリソースを活用し，市場メカ
ニズムを通して新しい社会的価値を創造し，社会変革をもたらすオープ
ンイノベーションの展開としてソーシャルイノベーションを捉えること
ができる。
ソーシャルイノベーションには，環境問題という社会的課題へ対応し
ていくエコイノベーションと同様，健康社会，安全・安心社会の構築な
ど多様な社会的課題に対してビジネスの手法を取り入れた企業や事業体
の他に，大学や研究機関，行政，NPOの非営利組織それぞれの保有す
る専門の知見や要素技術など多様なリソースの融合や活用により新しい
社会的価値を，しかもスピーディに生み出す意義が期待される。ただし，
多様な社会的課題の解決に向けて必要となる知見や要素技術の探索，評
価をはじめ，多様な分野での組織の有するリソースをダイナミックに融
３０）谷本寛治編『ソーシャル・エンタープライズ』中央経済社，２００６年，２８頁。
またフィリップス他も，ソーシャル・イノベーションの中で社会性を重視し
ている。Phills Jr. J.A, Deiglmerier, K, & Miller, D,T.,“Rediscovering Social
Innovation”, Stanford Social Innovation Review,２００８Fall, p.３８.
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合し，活用していくマネジメントが課題となる。
いずれにしても環境問題の他に，多様な社会的諸課題の解決に向けて
社会的価値を創出するために，多様な分野の組織の有するリソースのダ
イナミックな融合や活用を図るオープンイノベーションの手法として
ソーシャルイノベーションが展開されることとなる。
以上表２にみられるように，イノベーション手法の展開として，自社
ないしグループ内に制約された関係の中でリソースを活用するクローズ
ドイノベーションをはじめ，科学技術知識の高度発展やデジタル関連技
術の進展により社内外でのリソースをダイナミックに活用していくオー
プンイノベーションの展開がみられる。さらにその中で，多種大量の
ユーザーの保有する顕在的ないし潜在的ニーズをオープンに取り入れ，
活用し，ユーザーとともにイノベーションを起こすユーザーないしソ
リューションイノベーションの展開，経済性と同時に環境問題に係る社
表２ イノベーション手法の展開
定義・特徴 目 的 リソースの活用関係 中心的担い手
クローズドイ
ノベーション
自社ないしグループ内に制
約されたリソースの活用に
よりイノベーションを実現
自社ないしグループ内
での事業の効率化，新
製品・技術の開発，新
規事業の創出による収
益の囲い込み
自前主義
技術プッシュ／
市場プルの一方向のリ
ソース活用関係
社内でリソースを知財な
どで保護，秘匿
企業／
企業グループ
オープンイノ
ベーション
リソースを社内外でオープ
ンかつダイナミックに調達，
活用してイノベーションを
実現
イノベーションシステ
ム全体の最適化の実現
に向けたリソースの有
効活用
イノベーションシステム
での要素間の利害を満た
す双方向でのリソースの
活用関係
複数の多様な事業
体，組織
ユーザーイ
ノベーショ
ン
ユーザーないしユーザーと
の協働によるイノベーショ
ンの創出
ユーザーとともに顕在
的ないし潜在的なニー
ズへの最適な対応
多種大量のユーザー参加
によるニーズ情報などの
リソース活用
企業
多種大量のユー
ザー
エ コ イ ノ
ベーション
地球環境問題の解決に係る
オープンなリソース活用に
よるイノベーションの創出
地球環境問題の解決に
係る社会性と経済性の
同時追求
地球環境問題の解決に係
る多様な関係者によるリ
ソースの相互活用の関係
企業，大学，研究
機関，行政などの
関係組織
ソーシャル
イ ノ ベ ー
ション
多様な社会的諸課題の解決
に係る関係者とのオープン
なリソースの活用によるイ
ノベーションの創出
持続可能社会の構築に
向けた社会的諸課題の
解決に係る社会性と経
済性の同時追求
多様なステークホルダー
の相互補完によるリソー
スの活用関係
企業，ユーザー，
大学，研究機関，
行政など多様なス
テークホルダー
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会性を追求するエコイノベーション，地球環境問題を含めた多様な社会
的課題へ対応していくソーシャルイノベーションなど，目指すイノベー
ションの目的や内容に応じてイノベーションの手法，およびリソースの
活用関係が多様に展開されることとなる。
Ⅳ オープンイノベーションの推進システム
１ プラットフォーム
オープンイノベーションにおいて社内外の多様な組織から提供，収集
されるリソースの交流ないし活用する共通基盤のシステムとしてプラッ
トフォームがあげられる。プラットフォームとは，國領によると企業や
個人の情報を結合させる仲介者の役割を担う存在であり，多様な主体の
協働を促進するコミュニケーションの基盤となる道具と仕組みであると
規定されている３１）。このことからも，プラットフォームは，複数の異な
る事業体のもつ情報やアイデアなどのリソースを一つに結び付ける共通
の基盤で，そこでの交流や協働を通してイノベーションを創発させるシ
ステムといえる。すなわちプラットフォームは，開発から材料・部品の
調達，生産，最終需要者への提供，サービス，物流などの業務プロセス
での最適化をめざし，あるいは製品・サービスの付加価値を高めていく
ため，独立した複数の組織が集まり，協働してイノベーションを創発し
ていく共通基盤である。例えば，楽天市場という共通基盤のプラット
フォームを通して，出店者は集客の恩恵を受けることができ，顧客もポ
イントサービスなどの特典を享受できる。結果として，システムとして
の楽天市場というプラットフォームの利用頻度の高まるケースがみられ
る３２）。これは，楽天市場という共通基盤としてのプラットフォームを通
３１）國領二郎「創発のプラットフォーム」公文俊平編著『情報社会学概論』NTT
出版株式会社，２０１１年，２１１～２３７頁。
３２）http:／／corp.rakuten.co.jp／about／strength／business_model.html.
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して更新可能な複数の異なる主体が製品やサービスを提供し，市場シス
テム全体での利便性を高めていくケースである。
開発や試作品づくり，生産や販売などビジネスプロセスの各段階ない
しシステム全体の最適化の観点からプラットフォームという共通基盤の
システムを通して，スケールメリットやネットワークの外部性の他，イ
ノベーションの加速化へつなげる効果にも期待される。例えば，アップ
ル社のiPhoneという共通基盤のプラットフォーム上で第三者に自由に
参入してもらうことでアプリが自律的に開発される一方で，システム全
体として最適かつ迅速にアプリの開発されるケースがみられる。また
ディベロッパー，クリエイター，ユーザーといった多様な要素とともに
新しい写真体験を開拓するためのプラットフォームとして「オープンプ
ラットフォームカメラ」をオリンパスが開設することで，カメラ本体は
最小の機能だけを持たせ，多様なコミュニティ活動を通してアクセサ
リーやアプリケーションを自由に提案し，共同開発することで，写真関
連事業全体での新たな価値の迅速な創出をめざしているケースの他，顧
客から新しい素材用途の利用法など新たなアイデアをオープンに収集，
交流して新しい技術を迅速に創出するために，顧客が実際に製品をテス
トし，モノを介して顧客とコミュニケーションできる共通の場として自
社の保有する接着や接合，フッ素化学などの基礎技術を開示し，代表的
な製品を展示した「テクノロジー・プラットフォーム」を開設している
住友スリーエムなどのケースがあげられる３３）。
いずれにしてもオープンイノベーションの推進にとって，複数の独立
３３）アップル：林田・木村「スマートライフケア社会の実現に向けて」『情報管理』，
２０１６年，Vol. ５８ No. １１, ８０８頁，オリンパス：新エネルギー・産業技術総合開
発機構『オープンイノベーション白書初版』，１４５～１４６頁，日経BP社『日経
情報ストラテジー』２０１６年１１月号，２９頁，住友スリーエフ：DIAMOND online，
第３回「日本の製造業にイノベーションが起こらない〝厄介な〟理由」２０１３年
１０月２４日，http:／／diamond.jp／articles／-／４３３５３?page=５.
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した組織のリソースを一カ所に集め，活用することで，システム全体と
してのコスト合理化や新しい価値の迅速な創出効果の期待されるプラッ
トフォームという共通基盤のシステムづくりが重要となる。
２ エコシステム
イノベーションプロセスにおいて，様々な組織の保有する知識や技術
のリソースがダイナミックに移転，活用され，価値を創出していくオー
プンイノベーションを推進していくシステムとしてエコシステムがあげ
られる。インターネットなどを介して知的ネットワークを活用する機会
が格段に広がり，多様な組織の持つ固有のリソースを相互に活用するこ
とでイノベーションを起こす機会が増大することから，オープンイノ
ベーションを推進するシステムとしてエコシステムの展開がみられる。
なかでも地球環境問題を含む多様な社会的課題の解決に向けて，異なる
ステークホルダーの間での知識や技術のリソースを相互依存関係に基づ
いて組み合わせ，融合することで循環して価値を共創していくオープン
イノベーションの推進システムとしてエコシステムが注目されている。
１）規定
エコシステムについては，「複数の企業がそれぞれ持てるものを提供
し合い，１つのソリューションにまとめて顧客に提供するコラボレー
ション」とのアドナーによる定義をはじめ３４），井上他は「出資者やパー
トナー供給業者や顧客から成り立つ協調的ネットワークを，自然界にお
ける生態系のメタファーによって示したものである」と定義づけ３５），そ
の中で構成要素であるハブ企業とニッチ企業の戦略や行動がその役割に
３４）Adner R.“Match your innovation strategy to your innovation ecosystem”.,
Harvard Business Review, Vol.８４No.４,２００６, p.９８.
３５）井上達彦・真木圭亮・永山晋「ビジネス・エコシステムにおけるニッチの行
動とハブ企業の戦略」『組織科学』第４４巻第４号，２０１１年，６８頁。
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企業
大学
研究機関
行政
関連・支援業者
エコシステムと
してのパフォー
マンス向上
当該事業で
のパフォー
マンス向上
基づいて分析されている。
このようにエコシステムとは，経済社会での様々な組織の協調関係に
よりイノベーションを循環して起こし，システム全体の目的実現を発展
させていくシステムとして捉えられる。そこから，図１にみられるよう
に，システム全体の目的実現として顧客への価値の提供を含めて社会的
課題の解決のために，企業や行政，大学，研究機関，支援業者など様々
な組織の保有するリソースの相互依存関係を通してイノベーションを循
環して生み出し，推進していくシステムがエコシステムといえる。
エコシステムには，情報通信業界での製品・サービスのように参加者
が増えるほど連携が多様化され，ネットワーク効果により参加企業やエ
ンドユーザーはより多くのベネフィットの得られる好循環が生まれる。
それにより市場が拡大し，参加者に大きなリターンの期待できるシステ
ム自体が事業として緊密に相互依存関係にある要素により構成されるタ
イプがあげられる。またシリコンバレーにみられるように，新規事業を
起こすためにベンチャー企業の他，新規事業を支援するベンチャーキャ
図１ エコシステムの構成要素
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ピタルや研究機関，コンサルタントなどが含まれ，スタートアップから
成長させるに必要な相互依存関係にある要素により構成されるタイプが
みられる。
またエコシステムは，システムにおける相互関係において独自の知見
や技術により貢献する「ニッチプレイヤー」，および多くのニッチプレ
イヤーを引き付け，システム全体の広がりや多様性に貢献する「キース
トーン」の構成要素から成り立つ。ニッチプレイヤーは，システムの構
成要素としてそれぞれが固有の能力やリソースをもち，システムにおけ
る他のメンバーとの連携を通して価値の共創を促す。他方，キーストー
ンは，システムへの参加者が共通して利用できるプラットフォームを構
築し，システム内での協働を促進することでシステム全体の価値の向上
を促し，持続的なパフォーマンスの向上を図る役割を担う３６）。
したがってキーストーンは，目的の実現に向けてシステムに参加する
構成要素それぞれがどういった技術，ノウハウ，アイデアなど固有のリ
ソースを持っているかを把握し，他のプレイヤーをコーディネートする
ことでシステム全体の成果を生み出す組織体である。例えば，携帯通信
会社と提携して販売するという新たな販売方法を開拓するだけでなく，
スマートフォンを通じてニッチプレイヤーにより開発されたアプリをア
プリ業者に販売・使用させるビジネスモデルを確立するなど短期間にス
マートフォン業界全体での価値連鎖を実現する相互関係のエコシステム
を構築しているキーストーンとしてのアップル社のケースがみられる。
３６）Iansiti and Levienは，プラットフォームとなりうるネットワークのハブ企業
と，そのハブ企業を取り巻くニッチ企業とに区分し，エコシステムの健全性
を長期的に増大させる企業をキーストーンとしている。Iansiti, M. and R.
Levien, The Keystone Advatage: What the New Dynamics of Business Ecosystems
Mean for Strategy, Innovation, and Susuinability, Harvad Business School Press,
２００４．またキーストーンの特徴については，Iansiti M, Levien R.“Strategy as
ecology”, Harvard Business Review, Vol.８２No.３,２００４, pp.７３―７５を参照。
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あるいはアプリケーション開発のための標準的なインターフェイスを含
むOSを提供することで，分散した多数のニッチプレイヤーとしてのソフ
トウェアのディベロッパーを結びつけ，システム構成員の生産性の向上
とイノベーションを促進する相互関係にあるエコシステムを構築してい
るキーストーンとしてのMicrosoftのケースもみられる。
ただしエコシステムの中心的存在であるキーストーンが，システム全
体の統制を強めすぎると，システムの構成員はその相互関係による独自
性を自律的に発揮しにくくなり，エコシステムとしての意義が後退する
ことにもつながる。つまりエコシステムでは，各プレイヤーのとる役割
分担が重要となるが，その役割分担を固定的に捉えて統制しすぎると，
システムでの関係が閉鎖的なものとなり，クローズドイノベーションと
同様のシステムに陥る点に問題がみられる。そのため表３にみられるよ
うに，エコシステムでのプレイヤーの役割に沿って，キーストーンはシ
ステム全体の価値の創出を促す独自性を発揮し，循環的な成長基盤とな
るようニッチプレイヤーを取りまとめていく一方で，ニッチプレイヤー
もその固有能力を自律的に強化，深化し，キーストーンと相互関係を結
表３ エコシステムでのプレイヤーの役割
クローズドイノベーション
でのプレイヤー
キーストーン ニッチプレイヤー
特徴
垂直ないし水平的に一方向に
統合し，制約された関係の中
でのリソースの活用
システム全体の持続的なパ
フォーマンス向上や発展性
に関与
システム全体の発展に補完
的関係により貢献
関係性
特定企業との制約された一方
向の関係の中でのリソースの
活用
キーストーンを中心に複数
のニッチプレイヤーとの柔
軟な相互依存関係
キーストーンを中心に複数
のプレイヤーとの相互依存
関係
経済性
特定企業のヒエラルキーの下
で革新性の高い製品・サービ
スの創出，取引コストの削減
システム全体での範囲の経
済性やネットワークの外部
効果の追求
システム内での当該事業の
パフォーマンス向上
価値創造
特定の企業ないしグループ内
でイノベーションを実現し，
成果を囲い込む
システム全体を通してイノ
ベーションを実現し，成果
を共有
システムの範囲内でニッチ
企業の価値向上や創出
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ぶことが重要となる。
２）背景
多様な組織を巻き込んでイノベーションを起こすシステムとしてのエ
コシステムは，様々な組織の保有するリソースの融合により新規事業を
創出するだけでなく，多様な社会的課題の解決を図るオープンイノベー
ションの推進システムとして重要な役割を果たす。というのも地球環境
の問題をはじめ，地球規模でのエネルギー・食料不足の問題，高齢社会
での福祉・健康，安心・安全社会の構築など社会全体の持続的な成長を
目指す多様な社会的課題の解決を図る上で，経済性を重視する企業以外
の社会性に係る研究機関や行政など多様なステークホルダーの保有する
リソースのダイナミックな結合や活用，人材交流により価値を創造する
オープンイノベーションの活動が必要となるからである。その意味で，
エコシステムは単なるスタートアップなどの経済的変革だけでなく，多
様な社会的課題を解決し，社会変革していく上で必要となる多様なス
テークホルダーのリソースを活用していくオープンイノベーション推進
の１つのシステムといえる。
いずれにしても潜在している多様な社会ニーズや課題の解決に向けて
は，経済主体である企業群ばかりでなく，既存の分野や領域の壁を越え
て関連する多様な組織のもつリソースを相互依存関係の下で活用し，循
環してイノベーションをもたらすシステムとしてエコシステムが展開さ
れることとなる。
３ プラットフォームとエコシステム
市場ニーズを含めた潜在的な社会的課題へ対応していく上で，多様な
組織の保有する固有のリソースを相互依存関係の下で活用するエコシス
テムでは，多様な組織のアイデアや技術，人材の交流や活用を促す共通
基盤のプラットフォームがシステムとして同時に構築されることにもな
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る。なかでも多様な組織を引き付け，プラットフォーム全体をマネジメ
ントするリーダーは，エコシステムにおけるシステム全体での価値の向
上をもたらすキーストーンと同様の役割を果たすこととなる。そこで，
オープンイノベーションの推進システムとしてのプラットフォームとエ
コシステムの関係について改めてみていく３７）。
製品・サービスを効率的に生み出すため複数の組織からリソースを一
カ所に集めて，活用する共通基盤のプラットフォームでは，一つに提供
する製品やサービスなどで規模の拡大を目指すイノベーション活動にお
いて必要となる共通の経営資源に焦点があてられる。すなわちプラット
フォームでは規模の経済性やネットワークの外部効果に必要となる共通
のリソースの適用規模や範囲の拡大が重視されることとなる。そこから，
オープンイノベーションの推進システムとしての共通基盤のプラット
フォームに参加するメンバーないし提供されるリソースにより，スケー
ルメリットやネットワークの外部効果などを通してシステム全体の価値
の向上がめざされる。そのためプラットフォームでは，サプライヤーや
取引企業などサプライチェーン上での，あるいはビジネスプロセス全体
でのスケールメリットやネットワークの外部効果など価値の向上を目指
すことが特徴となる。
それに対して，エコシステムは市場ニーズの充足や社会的課題の解決
など特定の共通目標の実現に係る多数の関係企業やステークホルダーが
相互依存関係の下に集まり，技術やノウハウなどのリソースを提供し，
１つのシステムを通して実現していくという意味でプラットフォームと
同義に使われる。その中でエコシステムでは，市場ニーズの充足やシス
テム全体の価値の向上に貢献するキーストーンと，それに対して独自技
３７）プラットフォームとエコシステムの比較研究については，井上他，同上稿，
６７～８２頁を参照。
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術をもって貢献するニッチプレイヤーの相互補完関係にみられるように，
構成メンバー個々ではシステム全体の価値向上の実現は困難であり，提
供するリソースの役割分担や相互補完関係が重視される。こうした関係
の中で，システム全体の価値の向上を追求するキーストーンは，確かに
システムとして必要となる共通のリソースを提供，保持する中心的な役
割を果たすプラットフォームリーダーと同じ特徴を持つ。しかしながら
独自技術などのリソースをもってシステムへ相互補完的に貢献するニッ
チプレイヤーは，システムとしての全体目標の実現に対して単独では困
難である。
他方で，プラットフォームへの参加メンバーは，単独でも目標の実現
が可能となるが，システムへの参加により大きな規模の経済性やネット
ワークの外部効果の得られる可能性の高まる点で特徴をもつ。その意味
で，プラットフォームへの参加メンバーの増大は，スケールメリットや
ネットワークの外部効果に影響を及ぼす。それに対して，エコシステム
での構成メンバーは提供する独自のリソースの相互補完関係によってシ
ステム全体の価値の向上へ影響する点でそれぞれオープンイノベーショ
ンの推進システムの構成要素としての特徴をもつ。
いずれにしても表４にみられるように，提供するリソースの規模や範
囲によるシステム上でのスケールメリットや外部経済にウェイトをおく
共通基盤としてのプラットフォームと比べて，エコシステムはシステム
表４ プラットフォームとエコシステム
プラットフォーム エコシステム
規 定
複数の独立した組織の保有するリソースを活用
することでシステム全体でのスケールメリット
やネットワークの外部効果をめざす共通基盤
社会ニーズの充足や多様な社会的課題の解決に向けて
ステークホルダーの相互補完関係に基づくリソースの
活用により循環して価値を共創するシステム
視 点
自社中心
スケールメリットやネットワークの外部効果に
影響するリソースの獲得，拡大
システム全体の価値向上，創出へ貢献
関係性
プラットフォーム上での協調関係 システム全体の価値向上や創出に向けて必要な相互依
存関係
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全体の価値の向上や創出に向けて独自にリソースを提供し，貢献する相
互補完の関係にウェイトをおく点にそれぞれオープンイノベーションの
推進システムとしての特徴を有している。
４ コンソーシアムとコラボレーション
ところで，サプライチェーンにおいて他企業の協力を得て開発や調達，
生産，販売などを行うコンソーシアムやコラボレーションも，自社に限
らず必要とするリソースを社外に求めて活用し，価値を創出，提供する
点でオープンなイノベーションを推進するシステムと考えられる。そこ
で，社外のリソースを活用してイノベーションを推進するシステムとし
て，コンソーシアムやコラボレーションの特徴について改めてみていく。
１）コンソーシアム
共通の目的意識をもつ複数の組織が集まり，それらのリソースを活用
することで単独で取り組むには大きな目標や課題に取り組む共同体シス
テムとしてコンソーシアムがあげられる。そこからコンソーシアムは，
単独で実現できないイノベーションを実現するために外部の組織を巻き
込んでいくシステムといえる。その意味で，コンソーシアムは利害の対
立を越えて共通の目的意識をもった複数の組織による情報の交流や共有
化，共同開発や技術の標準化などによって創発的な共創活動を行うオー
プンイノベーションの協働の場，システムといえる。
例えば，関連する技術やノウハウが多岐にわたるIOT時代の事業活動
においては，機器やアプリケーションなど複数の企業間での開発者が連
携して役割分担による事業活動の必要性が高まってくる。そこで，IOT
の導入事例を通して参加企業の間で共同して世界標準化の動向や最新の
アーキテクチャを把握，共有することで単独では難しいIOT機器やモバ
イルアプリの開発を促すとともに，その成果を社会へ発信するイノベー
ションを目指してKii，KDDI，大日本印刷の３社が「Kiiコンソーシア
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ム」を設立しているケース，あるいはソニーが開発した携帯電話，デジ
カメ，TV，パソコンなどを近接無線技術の相互接続仕様を確立するこ
とで，より幅広いデジタル家電へ適用するイノベーションの実現に向け
てキヤノン，東芝，日立，パナソニック，KDDIなど５社でコンソーシ
アムを設立したケースなどがみられる３８）。なおコンソーシアムでの企業
間の関係は，前者のケースのようにそれぞれ対等の関係にあるスタイル
と，後者のケースのように特定の企業がリーダーシップを発揮し，その
下で協働するスタイルがみられる。
⑴ コンソーシアムの意義
単独では難しい共通目的の実現や課題の解決に向けて関連する情報や
特許などのリソースを基に，情報の共有化や技術の標準化，共同運用な
どにより事業を行う協働システムとしてのコンソーシアムを通して，製
品開発や技術開発，事業化などイノベーション活動に伴うコストやリス
ク負担の低減をはじめ，異なる視点や専門知識をもつ複数の組織が協働
することによる独創的な事業成果の創出や，社外と接点を持つことによ
る社内のしがらみを超えた新しい思考・行動を促すなど社内の人や組織
に刺激をもたらす効果，コンソーシアムでの標準化を通して規模の経済
性やネットワークの外部性の効果が期待される。
⑵ コンソーシアムの課題
他方で，コンソーシアムの課題としては，競合他社を含めた外部への
自社情報・ノウハウ・技術の漏洩リスクをはじめ，コンソーシアムにお
ける主導権を外部組織に握られた場合，外部の動きに影響され，自律的
な動きがとりにくくなること，多くの企業がコンソーシアムに参加する
と，市場シェアを他社に奪われてしまうリスクなどがあげられる。
３８）『KDDIニュースリリース』２０１５年９月２９日，日経BP社『日経エレクトロニク
ス』２００８年１１月１１日，１２頁。
オープンイノベーション手法の展開
１３４ （１３４）
いずれにしても共通の目的意識をもつ複数の組織が集まる共同体シス
テムとしてのコンソーシアムは，技術・製品開発や事業化などのイノ
ベーションに係るコストやリスクの負担低減をはじめ，ネットワークの
外部効果，あるいは異なる視点や専門知識をもつ複数の独立した組織が
協働することによる独創的な事業成果の創出を期待して社内外でのリ
ソースを活用していく点で，オープンイノベーションの１つのシステム
と考えられる。ただし，基本的に当該ないし関連するプロジェクトの実
現に限定されて共同体の構成される点でコンソーシアムは特徴をもつ。
２）コラボレーション
異なる複数の組織が自らの強みやスキルを持ち寄り，共同で開発，生
産，販売する共同体としてコラボレーションがあげられる。コラボレー
ションは，開発・生産・物流・販売などのバリューチェーンの観点から
それぞれ独立した事業体が自社のみでは実現できない共通のイノベー
ションに向けた目標や課題に対して共同することでより高いあるいは新
しい価値を創出する協働システムである。コラボレーションには，同業
種の企業が提携して規模の経済性やネットワークの外部効果を追求する
「水平型」や，製造業，小売業，物流業といった異業種の企業がバ
リューチェーンの観点から提携して新しい価値の創造を目指す「垂直型」
がみられる。
⑴ コラボレーションの意義
コラボレーションの意義としては，多様な組織それぞれのもつ強みや
スキルを組み合わせることで，自社だけでは難しい事業アイデアを実現
するなどのイノベーションが期待される。とくに自社や同業種内と異な
るものの捉え方が刺激となり，化学反応を通して既存の枠にとらわれな
い新しい価値を創出するイノベーションに期待される。例えば，今まで
と同じ手法で製品化やデザインを考えるだけでは不十分であり，未来の
社会はどうなるのか，どうあるべきかを考え，そこからどんな製品や技
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術が必要となるのかを考えてイノベーションを推進していくため，三菱
電機デザイン研究所では２０１５年から既存の枠に捉われない国内外のデザ
イン組織と積極的なコラボレーションが取られている３９）。また複数の組
織の有するリソースを提供して活動するコラボレーションを通して，コ
スト負担の軽減や迅速な事業化によるイノベーションにも期待される。
さらにパートナーが既に有しているブランドや市場シェアなどの優位性
を，自社の優位性に新たに活用するイノベーション効果にも期待される。
⑵ コラボレーションの課題
他方で，コラボレーションではパートナーの探索や評価の課題をはじ
め，活用する技術や市場ノウハウが自社と大きく異なる異業種とのコラ
ボレーションの場合，期待するような効果の得られない問題も考えられ
る。そのためパートナーの選定基準として，受け入れることのできる共
通の理念や方向性をはじめ，コラボレーションを通して希少性や意外性
ある成果の見通しなど事前の評価が必要となる。またモノや情報の流れ
をシステム全体で最適化する必要のあるコラボレーションでは，組織間
での緊密な連携のための経済合理性のみならず，ブランドや組織風土と
いった組織間の相性や信頼関係の醸成も重要な連携評価の指標となる。
いずれにしても多様な組織それぞれのもつ強みやスキルを組み合わせ
ることで，自社の優位性の確立につなげる新しい価値を創出していく点
で，コラボレーションも社内外でのリソースを活用していくオープンイ
ノベーションの協働体制の一つのシステムとして考えられる。したがっ
て自社ないしグループ内部だけで完結し，限定して知識やアイデアなど
のリソースを活用するクローズドイノベーションと異なり，社内外の独
立した組織のリソースを広範に活用する点でコンソーシアムやコラボ
レーションはオープンイノベーションの一つの協働システムとしての特
３９）日経BP社『日経デザイン』２０１７年３月号，４４頁。
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徴をもつ。しかしながらコンソーシアムやコラボレーションは，特定の
プロジェクトの実現に向けた，ある意味で時限的な特定のパートナーや
業務内容・プロセスに限定された協働関係による社内外でのリソースの
活用といった制約的な特徴をもつ４０）。
Ⅴ オープンイノベーションの課題とマネジメント
１ オープンイノベーションの課題
今日，企業単独で必要なリソースを揃えて効率的にイノベーションを
実現することが難しい環境にある。そこでは，既存の枠を超えて多様な
組織それぞれのもつ優位なリソースをダイナミックに活用してスピー
ディにかつ効率的に対応していくためオープンな関係の下でのイノベー
ション活動が展開されている。オープンイノベーションでは，必要とす
る社内外でのリソースをダイナミックに活用することによりイノベー
ションに係る時間やコスト，リスクの軽減に期待される反面，ダイナ
ミックに活用する社内外でのリソースの探索や評価をはじめ，役割分担
や調整が複雑になる等の課題があげられる４１）。
日本企業では，これまでリターンを自社ですべて取得するため，自社
あるいはグループ内に閉じられた技術・製品開発や事業展開を志向する
４０）米山他は，こうした手法をセミ・オープンイノベーションあるいはセミ・ク
ローズドイノベーションと表している。米山茂美・渡部俊也・山内勇「オー
プン・イノベーションと知財マネジメント」『一橋ビジネスレビュー』第６３巻
第４号，２０１６年，１７頁。
４１）オープンイノベーションの阻害要因として，とてもとややあてはまるを合わ
せて「定義や目的が曖昧」（３６．８％）をはじめ，「モチベーションが高められ
ない」（３０．４％），「意思決定のスピード」（２９．９％），「予算が付きにくい」
（２６．８％），「情報流出」（２０．６％）や「自社単独への固執」（１６．１％）などが
あげられている。またオープンイノベーションを推進する上での仕組みの問
題として，「人員不足」（５８．３％）をはじめ，「外部連携相手の探索」（４７．９％），
「実行組織の強制力」（３３．３％）があげられている。未来工学研究所，前掲調
査，５２頁。
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自前主義に固執されてきた。その結果，社外でのリソースをダイナミッ
クに活用するオープンな形でのイノベーション活動は活発にとられてこ
なかった４２）。とくに従来コアの技術や事業領域において社外の優位なリ
ソースの活用が社内で軋轢を招く場合，社内での抵抗が大きくなる。し
かも自社のコア技術による事業化の道筋が明確な場合，熟知した既存の
社内リソースが高く評価され，未知の社外リソースが正当に評価されず，
従前の自前主義によるイノベーションの手法に固執されることとなる。
それと関連して，これまで人材の流動性が低く，同じ組織の同質のチー
ムによる活動がなされる日本企業では，メンバーの視野が狭くなり，異
なる外部組織とのダイナミックな人材交流の伴うオープンイノベーショ
ンをとりづらくしている。それは，オープンイノベーション戦略に対し
て経営トップの関与が不十分であるなど組織での位置づけや評価基準が
明確にされていないことをはじめ，オープンイノベーションに関する専
門組織の設置やオペレーション不足，さらには本来リスクを伴うイノ
ベーション活動においてリスクを回避するないし評価しない減点主義や
前例主義など組織全体のオープンイノベーションに対する意識改革や組
織風土の醸成が不十分なことによる４３）。
その他，オープンイノベーションにより外部のリソースへ過度に依存
することにより，社内で独自のリソースが蓄積されなくなるリスクが考
えられる。さらにオープンイノベーションでダイナミックに移転，活用
するリソースが「モノ」ではなく，同時にかつ多重に利用できる特性を
４２）オープンイノベーションの実施率において，欧米企業の７８％に対して，日本
企業では４７％と日本企業でのオープンイノベーションの実施が低くなってい
る。米山他「日米欧企業におけるオープン・イノベーション活動の比較研究」
『学習院大学経済論集』第５４巻第１号，２０１７年４月，４１頁。
４３）日本企業の成長を阻む要因として，「オープンイノベーションに向かない企業
風土」が４２％で最も多く，「人材の流動性の低さ」が２９％と続き，閉鎖的な企
業風土がオープンイノベーションの阻害要因として指摘されている。日経BP
社『日経エレクトロニクス』２０１５年１０月号，４５頁。
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もつ情報やアイデアである場合の問題が考えられる。すなわちオープン
イノベーションの検討段階で，活用する情報やアイデアの開示が求めら
れると，正式な活動が始まる以前に情報やアイデアが流出する問題，あ
るいは形式知化されない暗黙知の情報や知識・ノウハウであれば，移転
し，活用するには多くの時間やコストのかかる問題があげられる。
２ オープンイノベーションのマネジメント
１）目的の設定と共有化
オープンイノベーションにあたって様々な課題がみられる中で，今後
益々多様な手法により展開されるオープンイノベーションをマネジメン
トしていくにあたっては，まずはオープンイノベーションの手法によっ
て何を実現するかの明確な目的の設定が不可欠となる。オープンイノ
ベーションという手法を用いて，何を求め，実現しようとしているかの
目的を明確に設定するとともに，さらにどのような成果を具体的に求め，
実現したいかのオープンイノベーションの方針を明確にすることがまず
は必要となる。
その場合，合わせてプラットフォームないしエコシステムといったイ
ノベーションの推進システムに対しても，スケールメリットを追求し，
コスト削減やシェアを拡大していくのか，ないしは他社との補完関係に
より新規のあるいは関連する領域において事業を多角化し，収益を追求
していくかなど何を重視して社内外でのリソースを活用し，イノベー
ションを推進するかの目的や方針を明確に設定することが重要となる。
そのため例えば，生命と食，ライフスタイル，人生そのものを豊かに変
革することを目標に据え，目標の実現に向けて不足するリソースを補完
して未来のビジネスを共創するためにオープンイノベーションの手法を
とっている森永製菓のケースがみられる４４）。
また目標として中長期の視点から技術開発力を強化し，新規事業の
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シーズを取り入れるためにオープンイノベーションの手法をとる場合，
必要とするリソースを保有する組織へアプローチし，自社の目指す技術
開発や事業分野へどのように活かせるかの方向性などについて十分に検
討した上で開発計画や事業プロジェクトを策定することが重要となる。
例えば，成長戦略や企業体質強化の構造改革に向けて２０１３年に策定した
「中期経営計画」（３か年計画）の中でパートナー企業を含めて顧客と
ともに新しい価値を創造するためにオープンイノベーションに取り組む
姿勢を明確に位置づけているコマツのケースがみられる４５）。
こうした目標や計画にオープンイノベーションを明確に位置づけて策
定していくことは，オープンイノベーションにより目指す目標やそれに
取り組む意義を明確にし，関係者の間で共有することにつながる。目標
を理解，共有することで，はじめて異なる組織の間で共通してめざす価
値の創造に向けてコミットし，小さな利害衝突を乗り越えて自律的に協
力し合うことができるようになる。
いずれにしてもオープンイノベーションにより単にシステムへ「参画
する」のではなく，オープンイノベーションを通して自社はもとより，
システム全体にとって有益になるような「目標設定と共有化」がマネジ
メントにおいて肝要になるといえる。
２）オープン＆クローズ戦略
オープンイノベーションのマネジメントにあたっては，目標の実現に
向けてダイナミックかつ持続的に活用すべき社内外でのリソースの評価
や活用のあり方が課題としてあげられる。というのも本来，組織それぞ
れの持つ得意分野のリソースをダイナミックに活用することで，単独で
４４）前掲『オープンイノベーション白書第二版』，２０９頁。
４５）コマツHP 中期経営計画（２０１３―２０１５年度） http:／／www.komatsu.co.jp／
ConpanyInfo／ir／results／２０１３０３／midmgtplan.pdf．前掲『オープンイノベー
ション白書初版』，１５５～１５７頁。
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は得られないシナジー効果を期待して目標を実現する手法がオープンイ
ノベーションだからである。換言すると，利活用すべき社内外での技術
や知識等のリソースが有効であれば，イノベーションが効率的に実現さ
れる反面，有効でなければ目標とするイノベーションが実現されないば
かりか，自社の優位なリソースの外部流出につながるリスクも考えられ
るといえる。そのためオープンイノベーションを通して効果的にシナ
ジーを得るには，自社を含めて適切なリソースを保有するパートナーを
探索，評価することが重要な課題となる。
この課題と合わせて目標の実現に向けてどのリソースをオープンない
しクローズにするのかという評価，およびその前提となる社内経営資源
の棚卸を含めた社内外での経営資源に対する情報収集や評価基準が課題
となる。そのため，例えばコア技術に関してはクローズにして社内開発
により徹底的に品質を追求することを優先し，他方で各分野の有力顧客
（トップメーカー）と戦略的連携によって新しい付加価値を提供する場
合にはオープンにするなど，イノベーションに向けての連携基準を設け
ている東レや，自社で開発した基盤技術や独自技術であっても，他社が
３年程度で追随できるレベルの技術であれば，社内に抱えこむメリット
は少なく，外部へオープンに公開し，他方現状で勝っている技術で自前
のモノとする分野ではクローズにするオープン＆クローズの基準に則っ
ている富士フィルムのケースがみられる４６）。
換言すると，オープンイノベーション戦略においては，どの分野や領
域で自社のリソースを活用して守り（クローズにするか），自社の市場
や事業領域の拡大のために，あるいは新市場や新規事業へ進出するため
にどの分野や領域で外部へリソースを公開し，社外で活用ないし外部の
４６）東レ：前掲『オープンイノベーション白書初版』，１７６頁，富士フィルム：日
経BP社『日経ものづくり』２０１６年３月号，４４～４５頁。
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オープン領域
自らリソースのない事業領域
自ら実施しない事業領域
グローバルに拡大したい事業領域
・標準化，スタンダード化
クローズ領域
コア技術，コア事業領域
・知財化，ブラックボックス化
リソースを活用する（オープンにするか）かの評価が課題となるといえ
る。なおオープン化のための標準化は単に自社製品の利用拡大にウェイ
トをおくものであるが，オープン＆クローズでの標準化は，オープンと
クローズの領域の間に互換性を設け，クローズ領域をオープン領域の拡
大に結びつけることにウェイトをおく点で特徴をもつ４７）。
一般に図２に見られるように，コア事業の領域では特許やノウハウで
ブラックボックス化し，クローズにした上で社外のリソースを活用して
いく対応がとられる。他方で，自社にないあるいは自社で実施しない技
術開発や事業領域については外部のリソースを活用し，あるいはグロー
バルに市場を拡大する事業領域でも技術の標準化や無償許諾により自社
図２ オープン＆クローズ領域
４７）オープン化とは，元来保有するリソースの第三者への使用を許諾して事業展
開を図り，市場規模の拡大を目的に他社と協調していくことである。クロー
ズ化とは，事業化において技術のブラックボックス化や知財により障壁を設
けて自社のみが独占的に事業を行うことである。なお特許戦略上では，特許
を出願すればオープンとなり，出願せずブラックボックス化すればクローズ
であるが，事業戦略上では，第三者にライセンスし，技術を広く普及させる
ことがオープン化で，逆に自社のみで実施する場合がクローズ化ということ
となる。
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技術をオープンにし，その活用を社外で図る対応がとられる４８）。例えば，
PC周辺機器の製造技術をアジア企業へ開示し，オープンにする反面，
CPUに関するマイクロプロセッサーなどコア技術は自社で守るクロー
ズ領域としているインテルや，端末機の製造情報は外部に無償開放し，
他社に製造委託するなどオープンにしているが，他方で付加価値の高い
製品デザイン，ユーザーインターフェイスや心臓部の基本ソフト（OS）
は知財で徹底的に守り，模倣を許さないクローズ戦略をとっているアッ
プル社のスマートフォン「iPhone」の他，コアである燃料電池車をキー
テクノロジーとし，その製造技術はクローズにしつつも，他方で水素自
動車の普及に欠かせない水素ステーションのインフラ整備への参加意欲
を掻き立てて燃料電池車市場全体の拡大につなげていくために，保有す
る燃料電池車の関連特許を無償開放したトヨタのオープン＆クローズ戦
略などのケースがみられる４９）。
こうしたオープン＆クローズ戦略のケースからも，オープンイノベー
ションは必ずしも限定された部門や企業単独の収益に固執するのではな
く，自社でのコア技術やコア事業の確立，強化を前提に，そのバリュー
チェーンやサプライチェーン全体の最適化を重視する戦略であるともい
える。このことから，オープンイノベーションでは自社の限定された利
益のみに焦点をあてるのではなく，関係者全体のイノベーションの活性
化に配慮した戦略的な発想が重要になるといえる。この点からも，事業
戦略に際しては自社だけでなく他社技術との融合を踏まえたオープン＆
４８）自社で開発する技術としては，「同業他社から自社を差別化する技術」（８４．１％）
が最も多く，「自社が初めて生み出した技術」（３４．８％），「複数種の製品間で
応用できる汎用技術」（３０．３％）があげられている。他方，自社より外部連携
で開発する技術としては，「製品化時に巨大な市場が見込める技術」（２５．１％）
や「すり合わせなど高度技術」（１９．１％）があげられている。文部科学省科学
技術・学術政策研究所『民間企業の研究活動に関する調査２０１６』，１３５頁。
４９）『毎日新聞』２０１８年３月５日。
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クローズの領域を明確に策定することが重要となる。
⑴ 社内外リソースの活用境界―取引コスト論
社内外でのリソース活用の境界について，ウィリアムソンやティース
＆アルモアによる取引先の探索や契約交渉コストなど市場取引に伴う何
らかのコストを製品技術に係る暗黙性の観点から社内外で比較する取引
コスト論５０）の考え方を援用すると，次のように説明される。すなわち競
争力の要因となる製品技術に係るスキルや知識に関連した暗黙性が強く
なるほど，技術は複雑で記号化しにくく，そうした技術を外部組織へ移
転し，取引する効率性が低下する。そのため暗黙性の強い製品技術や事
業ほど，熟知した社内のリソースを活用した方が取引コストを節約でき
ることから，当該製品のリソースは社内で活用され，クローズされるこ
ととなる。したがって製品技術の暗黙性という差別化要因により競争優
位を発揮する製品技術や事業化にあたってのリソースの活用では，取引
コストを節約するため社内リソースの活用が選択されることとなる。
⑵ 社内外リソースの活用境界―能力論
ついで，社内外でのリソース活用の選択については，企業の保有する
技術力やブランド力などの能力は企業の間で異なり，しかも能力を構
築・維持するために必要な費用や時間も異なる。そのため，外部のリ
ソースを評価，吸収していく能力を含めた社内と社外で保有する，ある
いは能力を構築する費用や時間の相対的な関係から社内外でのリソース
活用が選択されることとなる。そこから，競争力ある事業の構築に必要
な技術力の保有，あるいは構築に要する費用や時間において社内リソー
５０）Williamson, O.E., Economic Theory of Capitalism, New York Free Press, １９８５.
Teece, D,. & Armour, H.,“Innovation and Divestiture in the U.S. Oil Indus-
try”, in D.J. Teece（eds.）, R&D in Energy, Stanford University Institute for
Energy Studies, １９７７．また暗黙性については，M. ポラニー著，佐藤敬三訳
『暗黙知の次元―言語から非言語へ』紀伊国屋書店，１９８０年，５０頁を参照。
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スの活用が相対的に有利であれば社内にクローズにされ，逆に社外での
活用が有利であればオープン戦略が選択されることとなる。
なお能力理論では，現時点での開発活動が将来の技術力を変えていく
などダイナミックな効果までも考慮されている。すなわち事業へダイレ
クトに活用する現有のリソースばかりでなく，開発や事業化の学習プロ
セスを通して組織の潜在的な技術力の強化，蓄積というダイナミックな
プロセスまでも能力理論では考慮されている。そこから，社内での技術
力が高くあるいは開発や事業化のコストや時間が有利なリソース活用は
もとより，中長期にわたって開発や事業化を経験，学習し，技術力を蓄
積して将来の新しい事業コンセプトに活用し，競争力ある事業を自ら構
築していく場合も，現時点において社内で保有するリソースが相対的に
乏しくコスト高で，長時間を要する場合でも社内リソースを活用するク
ローズ戦略が選択されることとなる。
その反面で，事業の基盤となる技術が高度化，複合化する中で，開発
や事業化をスピードアップし，コストやリスクを軽減するなど開発や事
業化の効率性の観点から社内のリソースを活用する有効性が低下し，事
業で競争優位が発揮できない場合，社外のリソースを活用するオープン
戦略が選択される。すなわち技術の高度化や複合化をはじめとした競争
激化に伴い，技術開発や事業化において解決すべき課題が従前にもまし
て増大する結果，開発や事業化に要する時間やコストが増大し，あるい
は製品ライフサイクルの短縮化に伴い，開発費の早期回収など開発や事
業化の効率性に基づいてイノベーションを実現していく場合，自社のリ
ソースだけでなく，外部のリソースを活用するオープン戦略が選択され
ることとなる。また共同開発など外部開発力を活用し，シナジー効果に
よる技術の差別化を通して競争力ある事業を構築し，イノベーションを
実現していく場合も外部リソースを活用するオープン戦略が選択される
こととなる。
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いずれにしてもオープンイノベーションをマネジメントするにあたっ
ては，自社にとってクローズにしたい事業領域での技術などのリソース
をいかにして守り，逆にオープンにしたい事業領域での技術などのリ
ソースをいかに社外へ公開し，あるいは社外から導入，活用するかのダ
イナミックなオープン＆クローズ戦略の意思決定が重要な課題となる。
と同時に，自社製品ないし事業でのインターフェイスにより標準化して
いく企業，あるいは補完関係の企業を評価していく場合，それら相手先
との関係がどの程度協調的かあるいは競争的であるかの評価も重要な課
題となる。
３）自主開発
オープンイノベーションでは，社内外でのリソースの活用がダイナ
ミックでオープンであるが故に，閉じられたクローズの関係以上にイノ
ベーション活動に対する自社内でのコア技術や競争力あるコア事業の確
立，ひいてはそのための強力な自主開発に基づくオープン＆クローズ戦
略の策定が重要となる。自主開発によってそれまで培ってきたコア技術
の蓄積やそれに基づくコア事業があって，はじめてそれらをさらに強化
していくために必要なリソースを社内外で活用していくオープンイノ
ベーションを実施することができるからである。
これは，企業間競争において他社に真似できない差別化できる自社独
自の「クローズな部分」があって，はじめて外部のリソースを活用する
ことの，あるいは将来自社の有益なイノベーションにつながるポテン
シャルある社外のリソースを活用する意義のあることを表している。反
面，オープンイノベーションにおいて過度に外部のリソース活用による
成果へ期待，依存すると，自社でのコア技術や事業の育成，構築が困難
となる。そこから，クローズにする自社のコア技術や事業を強化してい
くことがまずは肝要となる。そのため，顧客へ提供する価値や競合優位
性の強固な構築を最重視した上で，世界中からトップの技術シーズを探
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索し，他社が追随できない独自技術の確立をめざしてオープンイノベー
ションへ取り組んでいる積水化学のケースがみられる５１）。
いずれにしても社内外でのリソースをダイナミックかつ広範に有効活
用するオープンイノベーションをマネジメントするためにも，自らのコ
ア技術やコア事業の確立につながるような自主開発力の強化が不可欠と
なる。
４）評価方法
社内外でのリソースをダイナミックに活用していくオープンイノベー
ションのマネジメントにおいては，オープンイノベーションによる成果
について説明責任を果たす上で，経済的成果はもとより，その社会変革
などに対する意義およびその評価基準や評価方法を明確にし，関係者の
間で周知，納得させていくことが必要となる。なかでもステークホル
ダーなど多様な組織との関わりを持つオープンイノベーションのマネジ
メントにあたっては，オープンイノベーションによる事業活動の意義を
社会へアピールし，社会とのコミュニケーションを図り，説明責任を果
たしていくマネジメントが必要となってくる５２）。というのもオープンイ
ノベーションを推進していく上で，事業活動の成果を社会へ積極的に公
開し，とくに経済性と社会性の同時追求をめざすエコイノベーションや
ソーシャルイノベーションの場合，その意義を社会で認知させていくよ
う説明責任を果たしていくことが必要となるからである。
それは，同時にイノベーションに係る多様な関係者の意見を反映させ
る機会ともなり，関係者からの信頼を高め，構成メンバーそれぞれが目
標の実現に向けてどのように働きかけ，戦略的に行動すべきかのシステ
５１）前掲『オープンイノベーション白書第二版』，１６４頁。
５２）オープンイノベーションの推進に向けて重視している対外発信の手法として，
「経営計画に明記している」の１５．９％や「経営トップによる発信」の１３．８％
があげられている。未来工学研究所，前掲報告書，５３頁。
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ムにおける役割の設定や連動を明確にし，より良い協働関係をもたらす
ことにもなろう。そのためにも，顧客やパートナーに自社の技術を理解
してもらった上で，課題やニーズの解決に向けてどのように技術が応用
できるかをフェイスツーフェイスで議論できるような技術展示会や会議
スペースを用意した「オープンイノベーションハブ」を開設している富
士フィルム５３）などにみられるよう相互のコミュニケーションを活発に図
ることが必要となる。
またオープンイノベーションにかかわらず，一般に用いられるイノ
ベーションによる成果指標としては，新製品などのイノベーションに
よって生み出された収益をはじめ，イノベーションのプロジェクト数，
ステージゲートの評価，生み出されたアイデア数，損益やその他の財務
指標への影響などがあげられる５４）。
いずれにしてもオープンイノベーションのマネジメントに際しては，
課題やニーズを的確に把握した上で設定した目的はもとより活動内容な
どを関係者へ理解してもらい，かつ評価していく良好なコミュニケー
ション体制を含めて整備していくことが大きな課題となる。ただし，適
切な評価指標を設定し，コミュニケーションを含めて説明責任を果たし
ていくには時間とコストがかかる。そのため，あくまでもオープンイノ
ベーション本来の目的である新しいアイデアや価値の創出を重視するこ
とに留意する必要がある。
５）リーダーの確保・育成
デジタル化技術の進展や科学的知見をベースとしたリソースを社内外
５３）日経BP社『日経ものづくり』２０１６年３月号，４２頁。
５４）日本企業におけるオープンイノベーション活動による成果測定の指標として，
「顧客の評価」（６１％）をはじめ，「市場の評価」（５８％），「獲得予算の大きさ」
（４８％），「得られた収益」（４２％），「技術機会の数」（３５％）があげられてい
る。米山他，前掲稿，４８頁。
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でダイナミックに活用するオープンイノベーションを推進していく上で，
その中心的な担い手としてのリーダーの確保や育成が必要となる。オー
プンイノベーションでのリーダーは，単に既存の開発や事業活動を効率
的に運営するリーダーと異なり，新たな基本方針を立て，それに沿って
相手先を探索し，選定する仕組みをつくり，協業をサポートする役割が
求められる。あるいは複数の企業をはじめ，大学，研究機関など種々の
関係組織とのオープンイノベーションをマネジメントしていく上で，
オープンイノベーションにより実現すべき目的が事業コンセプトの中で
何を意味し，なぜオープンイノベーションの手法が必要かを，様々な関
係者とのコミュニケーションを通して理解させ，システム全体を取りま
とめ，新しい価値を創出するイノベーションデザイナーとしての役割が
必要となる。
こうしたリーダーやデザイナーには，システム化する製品やビジネス
モデルの考案，および必要な要素技術などのリソース情報の探索や発信，
さらには要素技術を知財として保護ないし公開するオープン＆クローズ
戦略の整合性を図る役割が求められる。つまり設定した目標の実現を見
据えたイノベーション全体の戦略策定をはじめ，策定した戦略の下で他
の追随を許さない差別化の要因となる技術や事業アイデアを創出し，競
争力ある事業を構築するために必要なリソースを社内外で探索，調達し，
活用していく，まさに多様な組織との協業によるオープンイノベーショ
ンを通して開発や事業化をリードし，デザインする人材を確保・育成す
ることが求められる５５）。
そこで，オープンイノベーションをマネジメントするためにも，複数
５５）外部連携を進めるための目利き力ある人材が社内にいる企業は６６．５％であり，
人材のいない企業の２９．６％を大きく上回っている調査結果がみられる。経済
産業省，前掲平成２８年度産業技術調査事業 我が国企業の研究開発活動の支
援のあり方に関する調査報告書，６５頁。
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の専門知識やスキルを理解し，習得するリーダーの育成プログラムの整
備が必要となる。その中で，例えば社内外で活用するリソースを的確に
判断する能力を身につけ，ゼロから事業を創造できる人材を養成する
「オープンイノベーション・デザイナー養成講座」を開設しているウェ
ザーニューズをはじめ，イノベーションセンターの研究者に対して，技
術やマーケティングの両面から顧客ニーズを引き出せるようにOJTを通
して育成するトレーニー制度を設けることでオープンイノベーションに
取り組んでいるデュポンのケースにみられるような人材育成のプログラ
ムの整備がみられる。あるいはオムロンでのプロジェクトベースで優秀
な研究者に対してマルチに働いてもらうための人事制度として契約社員
制度を設けるなど制度上の整備の他，企業とデザイナー，消費者をつな
ぐプラットフォームで，４，０００人の外部リソースとしての登録デザイ
ナーによる商品開発のイノベーション活動において，採択されたアイデ
アに対して開発が始まった段階で１０万円，全国に販売された段階では売
上の最大０．５％のロイヤリティを３年間得る明確な基準に基づく報償制
度を設けている森永製菓のケースにみられるように５６），オープンイノ
ベーションによる成果の貢献度合いに応じて公正に評価し，処遇する制
度上の整備が合わせて求められる５７）。
５６）ウェザーニュースニュースアーカイブ，２０１８年９月２９日，デュポン：前掲
『オープンイノベーション白書初版』，２０９頁，オムロン：日経BP社『日経
ビッグデータ』，２０１７年６月号，６頁，森永製菓：日経BP社『日経デザイ
ン』，２０１８年１０月，１６～１７頁。
５７）発明報奨制度のようなインセンティブの有効性については，Stern, Scott,“Do
Scientists Pay to Be Scientists？”, Management Science, Vol.５０No.６,２００４, pp.
８３５―８５３を参照。
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６）専門部署の設置
その他，オープンイノベーションをマネジメントするためには，オー
プンイノベーションによる開発や事業化などのサポートをはじめ，市場
や技術トレンド，標準化活動などに必要な経営資源を社内外でモニタリ
ングし，調達，活用する専門部署の設置が求められる５８）。とくに新規性
の高いプロジェクトほど，あるいは協業するそれぞれの組織の持つ知識
や技術の体系が異なるほど，外部の組織がどのような知識や技術を持っ
ているかを事前に把握することが難しく，外部のリソースを活用し，す
り合わせるための専門部署の設置が必要となる。またそれぞれ分散して
いるリソースを専門部署において集約し，交流することによって，組織
間でのリソースの探索や調整コストの低減も期待される。
そうしたオープンイノベーション推進のための専門組織として，例え
ばファーストリテイリングと協業を行うGO推進室という専門部署を設
置し，そこで異なる知識のやりとりを集約化し，密接にすり合わせて
ヒートテックという新製品開発のイノベーションを実現した東レをはじ
め，技術情報やビジョンの発信，情報収集の窓口，部門横断的な取り組
みや外部との戦略的な協働を促進する「オープンイノベーション推進担
当」をトップ直轄で組織化し，そこで収集した情報を一元化，集約して
オープンイノベーションを推進する専門組織を設置しているセコムなど
のケースがみられる。
合わせて，オープンイノベーションを通して，社内外でのリソース活
５８）オープンイノベーションの推進に係る専門組織の整備については，現在整備
している企業は２５．５％で，整備していない企業の７４．５％を大きく下回ってい
る。未来工学研究所，前掲調査，５０頁。また外部連携を進めるための組織を
社内外で設置している大企業は４０．８％と，設置していない企業の５７．３％を下
回り，いずれもオープンイノベーションに対する専門組織の整備は，現段階
では十分に進んでいない状況にある。経済産業省，同上平成２８年度産業技術
調査事業，６３頁。
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用の経験や情報を共有するためのデータベースの構築が必要となる。
データベースを通して，社内外でのリソース活用の範囲も広がり，アク
セスしやすくなるなどオープンイノベーションへ向けての発想が豊かに
なるからである。また策定したビジネスモデルの実現に必要となる社内
外での技術シーズやニーズ情報などのリソース情報を踏まえた上で，は
じめて魅力的な事業プロジェクトや開発テーマの策定が可能となる。具
体的なイノベーションのプロジェクトや開発テーマを掲げることで，プ
ロジェクトのイメージが規定され，他社と差別化するパートナーを募る
ことができる。かつプロジェクトや開発テーマを共有することでダイナ
ミックに協業するメンバーの適切な役割分担に基づくオープンイノベー
ション活動の推進につながることとなる。例えば，１，０００人の研究者や
サプライヤーのネットワークなどを通して自社の研究開発のリソースと
外部の技術を有機的に融合して革新的な製品・サービスを生み出す人材
の育成とともに，オープンイノベーションの経験やノウハウを蓄積・共
有するオープンイノベーションの専門部署を設置しているP&Gのケー
スがみられる５９）。
さらに部門や組織横断的に持てる異質な人材や知的資源を最大限に活
用し，融合させて新たな価値を生み出していく組織風土づくりも必要と
なる。その場合，外部組織との交流による新しいことへ挑戦していくこ
とが自然となるような組織文化の醸成が不可欠となる。例えば，自社だ
けでは経営資源が足りず，外部の力を活用して開発しないと生き残れな
いという危機意識から外部のリソースを積極的に活用しているが，それ
はまた社内のメンバーが外部の風に触れて常に緊張感を保つ風土づくり
につなげているロームのケースがみられる。またプラットフォームによ
５９）東レ：『日経ビジネス』，２０１４年３月１７日，セコム：前掲『オープンイノベーショ
ン白書初版』，１６０～１６５頁，P&G：https:／／japan.zdnet.com／article／３５０８６５５６。
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るオープンイノベーションを目指す場合，自社の能力を超えた挑戦的で
意欲的な高いレベルの目標を設定し，高難度の目標を実現するためには
自社のみでは限界があり，必然的に外部のリソースを活用するオープン
イノベーションの手法を取らざるをえない社風にしている日本ユニシス，
あるいは異業種企業との出会いができるよう社外のネットワークを大幅
に広げるよう外部連携を促進する社風づくりを行っている森永製菓の
ケースなどがみられる６０）。
Ⅵ おわりに
経営のグローバル化やデジタル化技術の進展に伴い，企業成長の，ま
た企業競争力の源泉となるイノベーションを実現するため，社内外での
技術や知識などのリソースをダイナミックに活用するオープンイノベー
ションの手法が注目されている。オープンイノベーションでは，複合的
なあるいは新規の製品・サービスを提供し，市場ニーズや多様な社会的課
題へ全体最適に対応していくために必要な社内外でのリソースをオープ
ンでダイナミックな関係の下で活用していくことが重要となっている。
さらにデジタル化技術の進歩による技術情報やユーザーニーズ情報の
精緻な科学的データの分析を背景に，潜在的なニーズや課題を含めた最
適なソリューションをユーザーと共に起こすユーザーイノベーションが
オープンイノベーションの手法として展開されている。また少子高齢社
会や地球環境の問題といった多様な社会的課題の解決に向けて，経済性
および社会性の一体となった新たな製品・サービス等の提供に必要な社
内外での様々なリソースをダイナミックな関係の下で活用していくエコ
イノベーションやソーシャルイノベーションなどオープンイノベーショ
ン手法の展開がみられた。さらにそうしたオープンイノベーションを推
６０）前掲『オープンイノベーション白書第二版』，１９２～１９６頁，２１３頁。
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進していく上で，スケールメリットなどを目指すために協働する共通基
盤のプラットフォームや社内外での要素リソースの相互依存関係を重視
してオープンにリソースを活用していくシステムとしてのエコシステム
の位置づけがみられた。
そうしたオープンイノベーション手法の展開でみられるリソースの活
用関係は，特定のサプライヤーやバリューチェンの一部に限られた特定
のヒエラルキーの下での中央集権型や科学技術プッシュ型のリニアなイ
ノベーションプロセスを前提とする一方向の関係から，既存の組織や企
業グループの枠を越えたサイエンスベースでの，あるいは大量のユー
ザー参加による需要プル型の，ないし多様な社会的課題に係るステーク
ホルダーの参加により社会変革をもたらすオープンな相互補完関係の下
で展開されることとなる。すなわちオープンイノベーションでは，共通
する目標の実現や課題の解決に向けて不特定多数の対象の中からポテン
シャルのあるリソースを広範に探索し，ダイナミックに活用していく関
係にある点を特徴とする。また社内・社外の二分法によるリソースの活
用関係から，社内および社外でのリソースをはじめから同等に位置づけ
て評価し，活用する点を特徴とする。
確かに一方向的にリソースを活用するクローズドイノベーションでは，
リソースを集中管理し，成果を囲い込む上で中央集権型ないしリニアの
関係によるリソースの活用が合理的であった６１）。しかしながらデジタル
化技術の進展に伴うグローバルな規模での科学的知見および多種大量の
技術シーズやユーザーニーズの情報収集，分析によって，最適なソ
リューションや全体最適の価値の創出が求められる現在の経営環境の下
６１）中央集権的な組織マネジメントを行っている企業では，特許が多く生み出さ
れるなどのメリットが示されている。Lerner, Josh, and Julie Wulf,“Innova-
tion and Incentives: Evidence from Corporate R&D”, Review of Economics and
Statistics, Vol.８９No.４,２００７, pp.６３４―６４４.
オープンイノベーション手法の展開
１５４ （１５４）
では，既存の限られた特定の組織ばかりでなく，異業種企業や大学，研
究機関，行政など多様な組織のリソースをダイナミックに活用していく
オープンな関係の構築が必要となる。
そうしたオープンな関係の下でイノベーションの実現をマネジメント
するには，部門や領域，階層の壁を乗り越えたオープンな協業関係が必
要となる。このことから，一方的な集権的管理よりも現場への権限委譲
を進め，自律分散的に新しいことに挑戦しようとするマネジメント体制
の構築が必要となる。というのも多様な属性をもつ人材や専門のリソー
スをもつ部門や外部組織との協働により新しい価値を創出し，イノベー
ションを推進するためには，一つにできるだけ現場での自律性を尊重し
て独創性を発揮できるように権限委譲による自律分散型のマネジメント
が必要となるからである。
そこからまた，社内外でのリソースをダイナミックに活用するオープ
ンイノベーションにおいて，システムとしてのプラットフォームやエコ
システム上での自由な発想や創造性を重視し，新たな挑戦ができるよう
な自律分散型のマネジメントが求められることとなる。さらにオープン
イノベーションの手法を通して実現すべき目標を明確に設定し，関係者
の間で共有した上で，自社のコア技術や事業領域など堅持するクローズ
領域と，外部に公開，標準化し，オープンにリソースを活用するオープ
ン領域との整合性を図り，かつその前提として自主開発力の強化やリー
ダーシップを発揮し，オープンイノベーションをマネジメントしていく
リーダーの確保，育成およびオープンイノベーションを推進する専門部
署の整備や組織風土の醸成などが大きな課題となる。
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Summary
The Development of the Open Innovation Method
Hideto NAKAHARA
With the globalization of management and the progress of digitaliza-
tion technology, the open innovation methods that dynamically utilize
the resources inside and outside the company are attracting attention.
The user innovation, eco innovation and social innovation are devel-
oped variously as the methods of the open innovation. In promoting
such the open innovation, the positioning of platforms and ecosystems
was also seen.
The utilization relationships of resources that seen in the develop-
ment of the open innovation are deployed under the open bidirectional
relation beyond the boundaries of existing organizations and corporate
groups, from the one-way relationship premised on a linear innovation
process.
Through this research, I clarified the characteristics of the utiliza-
tion of resources in the open innovation deployed in various ways.
And I have revealed the autonomous decentralized management by
delegation of authority is necessary to manage the open innovation.
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